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１ 法人の概要 

（令和４年５月１日現在） 

（１）名 称 

公立大学法人岡山県立大学 

（２）所在地  

      岡山県総社市窪木１１１番地 

（３）法人設立の年月日  

      平成１９年４月１日 

（４）設立団体 

      岡山県 

（５）中期目標の期間 

      平成３１年４月１日から令和７年３月３１日 

（６）目的及び業務 

ア 目 的 

公立大学法人岡山県立大学は、人間を取り囲むさまざまな環境の中で調和のとれた発展を期し、地域の課題や社会の要請に的確に応えるため、「人間・社会・自然の関係性を重

視する実学を創造し、地域に貢献する」ことを基本理念とする。 

この理念に基づいて、学術の進展と教育の振興を図り、福祉の増進、文化の向上、地域産業の発展等に寄与する研究活動に取り組むとともに、知性と感性を育み、豊かな教養と

深い専門性を備えて新しい時代を切り拓く知識と高度な技術を身につけた実践力のある人材を育成する。 

イ 業 務 

(ｱ) 岡山県立大学を設置し、これを運営すること。 

(ｲ) すべての学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談など学生生活に関する相談その他の援助を行うこと。 

(ｳ) 民間企業や試験研究機関等との間の共同研究や受託研究、技術指導等を実施するなど、法人以外の者と連携して教育研究活動の推進に取り組むこと。 

(ｴ) 地域社会に貢献するため、公開講座を開設する等、地域住民に幅広く学習機会を提供するとともに、大学における研究の成果を普及し、及びその活用を促進すること。 

(ｵ) 前各号に掲げる業務を効果的かつ効率的に実施するため、附帯して必要となる関連業務を行うこと。 

（７）資本金の額      １２０億 ９,１６３万 ２,９４３円 

（８）代表者の役職氏名  

       理事長 沖 陽子 

（９）役員及び教職員の数 

ア 役員  

理事長          １人 

副理事長        １人 

理事            ３人 

監事       ２人 

役員計     ７人 

イ  教職員 

学長      １人 

教員    １５０人（特任教員を含む専任教員数。） 

職員     ６０人 

教職員計 ２１１人 
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（10）組織図 

        

【法人組織】      

        
 役員   

 理事長 沖  陽子  岡山県立大学学長   

 副理事長 善勝 剛志  岡山県立大学事務局長   

 理事 松田 正己 （株）山陽新聞社代表取締役社長   

 理事 高橋 吉孝  岡山県立大学副学長（教育・学術研究担当）   

 理事 末岡 浩治  岡山県立大学副学長（社会連携・国際担当）   

 監事 井上 信二  公認会計士   

 監事 大土  弘  弁護士   

        

 経営審議会     

 議長 沖  陽子 公立大学法人岡山県立大学理事長   

 委員 善勝 剛志 公立大学法人岡山県立大学副理事長 

兼信 定夫 

   

 委員 末岡 浩治 公立大学法人岡山県立大学理事（社会連携・国際担当）   

 委員 晝田 眞三 ヒルタ工業（株）代表取締役会長   

 委員 中島 義雄 （株）システムズナカシマ代表取締役社長   

 委員 梶谷 俊介 岡山トヨタ自動車(株)代表取締役社長 

 

  

 委員     則武 直美   岡山聖園子供の家施設長   

        

 教育研究審議会     

 議長 沖  陽子  公立大学法人岡山県立大学理事長   

 委員 善勝 剛志  公立大学法人岡山県立大学副理事長   

 委員 高橋 吉孝  公立大学法人岡山県立大学理事（教育・学術研究担当）   

 委員 末岡 浩治  公立大学法人岡山県立大学理事（社会連携・国際担当）   

 委員 伊東 秀之  岡山県立大学副学長（入試・広報担当）   

 委員 近藤 理恵  岡山県立大学保健福祉学部長   

 委員 尾崎 公一  岡山県立大学情報工学部長   

 委員 嘉数 彰彦  岡山県立大学デザイン学部長   

 委員 田中 晃一  岡山県立大学共通教育部長   

 委員 山下 広美  岡山県立大学附属図書館長   

 委員 難波 久美子  岡山県立大学デザイン学部教授   

 委員 大﨑 紘一  岡山商科大学特別顧問   

 委員 松浦 洋司  岡山理科大学副学長   

        
 

 

 

      

 
   

 
 

      

(大学院) 
   

看護学専攻（博士前期課程） 
 

          
            

【大学組織】 

  
保健福祉学研究科 

   
栄養学専攻（博士前期課程） 

 

      
            
      

 
   

保健福祉学専攻（博士前期課程） 
 

          
            
      

 
   

保健福祉科学専攻（博士後期課程） 
 

          
            
      

情報系工学研究科 
   

システム工学専攻（博士前期課程） 
 

          
            
      

 
   

システム工学専攻（博士後期課程） 
 

          
            
      

デザイン学研究科 
   

デザイン工学専攻（修士課程） 
 

          
            
      

 
   

造形デザイン学専攻（修士課程） 
 

          
            
      

(大 学) 
   

看護学科 
 

          
            
      

保健福祉学部 
   

栄養学科 
 

          
            
      

 
   

現代福祉学科 
 

          
            

       
   

子ども学科  
   

            
      

 
   

情報通信工学科 
 

          
            

 学 長 
 
副学長 

   
情報工学部 

   
情報システム工学科 

 

        
 

 
          

     
 

   
人間情報工学科 

 

          
            
      

 
   

ビジュアルデザイン学科 
 

      
 

    
            
      

デザイン学部 
   

工芸工業デザイン学科 
 

          
      

 
   

 
 

      
 

   
建築学科 

 

      
 

    
            
      

共通教育部 
   

 
 

          
            
          

地域創造戦略センター  吉備の杜推進室 
 

          
 

 
            
          

教育開発センター 
 

           
            
          

アドミッション・高大連携センター 
 

           
            
          

キャリア・学生生活支援センター 
 

           
            
          

グローバルラーニングセンター 
 

           
            
          

学術研究推進センター 
 

           
            
          

総合情報推進センター 
 

           
            
          

広報メディア開発センター 
 

           
               
      

附属図書館 
      

図書班 
 

             
               
      

 
   

地域連携・研究推進課 
  

企画広報班 
 

            
               

           
  

連携推進班  
  

               
      

 
   

 
  

総務班 
 

            
               
      

事務局 
   

総務課 
  

学部事務班 
 

            
               
      

 
   

 
  

経理班 
 

            
      

 
   

 
  

 
 

           
  

教務班  
  

               
      

 
   

教学課 
  

入試班 
 

            
               
      

 
   

 
  

学生支援班 
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（11）法人が設置運営する大学の概要 

大学の名称 岡山県立大学 

大学本部の位置 岡山県総社市窪木１１１番地 

学長の氏名 沖 陽子（公立大学法人岡山県立大学理事長） 

学部等の名称 
 

修業 
年限 

入学 
定員 

収容 
定員 

開設年度 備 考 

 
保健福祉学部 
  看護学科 
  栄養学科 
  現代福祉学科 
 子ども学科 

年 
 
４ 
４ 
４ 
４ 

人 
 

４０ 
４０ 
３５ 
２５ 

人 
 

１６０ 
１６０ 
１４０ 
１００ 

 
 
平成５年４月 
平成５年４月 
令和３年４月 
令和３年４月 

 
 
 
 
学科再編 
   〃 

情報工学部 
  情報通信工学科 
  情報システム工学科 
  人間情報工学科 

 
４ 
４ 
４ 

 
５０ 
５０ 
４０ 

 
２００ 
２００ 
１６０ 

 
平成５年４月 
平成５年４月 
平成27年４月 

 
 
 
名称変更 

デザイン学部 
  ビジュアルデザイン学科 
  工芸工業デザイン学科 
 建築学科 

 
４ 
４ 
４ 

 
３０ 
３０ 
３０ 

 
１２０ 
１２０ 
１２０ 

 
令和３年４月 
令和３年４月 
令和３年４月 

 
学科再編 
   〃 
  〃 

保健福祉学研究科 
（博士前期課程） 
 看護学専攻 
  栄養学専攻 
  保健福祉学専攻 
（博士後期課程） 
 保健福祉科学専攻 

 
 
２ 
２ 
２ 
 
３ 

 
 

 ７ 
 ６ 
 ７ 
 

 ５ 

 
 

 １４ 
 １２ 
 １４ 

 
 １５ 

 
 
平成９年４月 
平成９年４月 
平成９年４月 
 
平成15年４月 

 
 
 
 
 
 
定員変更 

情報系工学研究科 
（博士前期課程） 
 システム工学専攻 
（博士後期課程） 
  システム工学専攻 

 
 
２ 
 
３ 

 
 

５２ 
 

 ６ 

 
 

 １０４ 
 

 １８ 

 
 
平成25年４月 
 
平成11年４月 

 
 
専攻再編 
 

デザイン学研究科 
（修士課程） 
 デザイン工学専攻 
 造形デザイン学専攻 

 
 
２ 
２ 

 
 

 ７ 
 ９ 

 
 

 １４ 
 １８ 

 
 
平成22年４月 
平成22年４月 

 
 
専攻再編 
   〃 

附属施設等 
 

附属図書館 
共通教育部 

学生数  １，７８８人 

教員数    １５０人（特任教員を含む専任教員数。） 

職員数       ６０人 

 
 
 
 

【 大学の沿革 】 

平成 5年 4月 

 9年 4月 

10年 4月 

11年 4月 

12年 6月 

14年 4月 

 

15年 4月 

15年 6月 

17年 8月 

17年10月 

 

 

 

 

18年 4月 

 

19年 3月 

19年 4月 

 

20年 4月 

22年 4月 

 

 

23年 4月 

24年 4月 

25年 4月 

 

 

 

26年10月 

 

開学（保健福祉学部・情報工学部・デザイン学部、短期大学部） 

大学院 保健福祉学研究科（修士課程）、情報系工学研究科（修士課程）設置 

大学院 デザイン学研究科（修士課程）設置 

大学院情報系工学研究科（博士後期課程）開設 

共同研究機構設置 

保健福祉支援センター設置 

メディアコミュニケーション支援センター設置 

大学院保健福祉学研究科（博士後期課程）設置 

サテライトキャンパス設置（平成18年7月廃止） 

全学教育研究機構設置 

地域共同研究機構設置（令和2年3月廃止） 

共同研究機構を産学官連携推進センターに名称変更（令和2年3月廃止） 

保健福祉支援センターを保健福祉推進センターに名称変更（平成29年3月廃止） 

メディアコミュニケーション支援センターをメディアコミュニケーション推進

センターに名称変更 （平成24年3月廃止） 

情報工学部 スポーツシステム工学科設置 

デザイン学部 学科再編（デザイン工学科・造形デザイン学科設置） 

短期大学部閉学 

公立大学法人岡山県立大学設立 

保健福祉学部 保健福祉学科改組 

健康・スポーツ推進センター設置（平成27年3月廃止） 

大学院 情報系工学研究科人間情報システム工学専攻（博士前期課程）設置 

大学院 デザイン学研究科（修士課程）再編（デザイン工学専攻、造形デザイ

ン学専攻設置） 

認定看護師教育センター設置（平成28年3月廃止） 

福祉・健康まちづくり推進センター設置（平成27年3月廃止） 

保健福祉学部 保健福祉学科再編（社会福祉学専攻、子ども学専攻設置） 

大学院 保健福祉学研究科（博士前期課程）看護学専攻再編（保健師国家試験

受験資格取得） 

大学院 情報系工学研究科（博士前期課程）再編（システム工学専攻設置） 

大学教育開発センター設置 

国際交流センター設置 
 



4 

 

 
 

27年 4月 

 

 

 

 

 

 

27年10月 

28年 4月 

 

28年12月 

31年 4月 

 

 

令和 2年 4月 

 

 

令和 3年 4月 

情報工学部 スポーツシステム工学科を人間情報工学科に名称変更 

全学教育研究機構を共通教育部に名称変更 

教育研究開発機構設置（平成31年3月廃止） 

総合情報機構設置（平成31年3月廃止） 

情報基盤活用推進センター設置 

広報メディア開発センター設置 

地域連携推進センター設置（令和2年3月廃止） 

学術研究推進センター設置 

副専攻「岡山創生学」設置 

COC+推進室設置 

学生支援室（SAS）開設 

キャリア・学生生活支援センター設置 

大学教育開発センターを教育開発センターに名称変更 

情報基盤活用推進センターを総合情報推進センターに名称変更 

地域創造戦略センター設置 

アドミッション・高大連携センター設置 

国際交流センターをグローバルラーニングセンターに名称変更 

保健福祉学部 学科再編（現代福祉学科・子ども学科設置） 

デザイン学部 学科再編（ビジュアルデザイン学科・工芸工業デザイン学科

・建築学科設置） 

副専攻「岡山創生学」を「岡山創生学課程」に名称変更 

副専攻「吉備の杜クリエイター課程」設置 

副専攻「吉備の杜プロデューサー課程」設置 

地域創造戦略センター吉備の杜推進室設置 

（12）理事長メッセージ 

岡山県立大学は、人間・社会・自然の関係性を重視する実学を教授研究すると

ともに、知性と感性を育み、豊かな教養と深い専門性を備えて新しい時代を切り

拓く人材の育成を図り、もって学術文化の進展及び地域産業の振興に寄与する

ことを目的として教育、研究、社会貢献、大学運営等の業務を遂行している。 

令和4年度業務実績に関する自己評価は第3期中期計画が実施されて4年目に

あたる業務実績を振り返ったもので、コロナ禍の影響が大きかった令和2年度、

令和3年度と共に、引き続きコロナ禍で業務は制約されることが多かった。令和

3年度はコロナ禍にもかかわらず改善効果が認められたが、令和4年度は総じて

令和3年度よりやや低い評価結果となった。これは、県内就職率や科研費の獲得

金等の経年変化で成果指標の目標値に達せず評価が低くなった項目と、今まで

改善項目として指摘されていた大学院教育の充実、共同研究等の推進並びにICT

環境の整備等が引き続き改善できなかったことに因る。さらに、成果指標に依存

しない質的な評価項目についても評価4である「年度計画を十分に達成」の評価

について、前年度と同様の活動を維持しただけでは評価3の「年度計画を概ね達

成」に位置づけたことも一因である。 

しかしながら、保健福祉学部・同研究科の教育の充実、アクティブ・ラーニン

グの実施やラーニングコモンズの活用、障がいを持つ学生への支援、英語教育、

教員の個人評価制度の運用は高い評価となった。また、評価3であっても次年度

に高い評価が得られる準備期間である項目も多々見受けられた。 

なお、地域連携教育のコアとなる副専攻「吉備の杜」は教育内容の充実や学内

外への周知は進んでおり、リカレント教育としての貢献度も高くプログラムは

順調に進んでいる。 
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２ 令和4年度に係る業務の実績に関する自己評価結果 

（１）大項目ごとの評定 

第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する事項 

評 定 中期計画の進捗は順調 

大項目第2「大学の教育研究等の質の向上」では、評点4「十分に達成」が6項目

（18％）、評点3「概ね達成」が22項目（67％）、評点2「やや未達成」が5項目（15％）

であり、当該大項目に係る最小項目別評価の評点の平均値は3.0となるため、大項目

別評価は④「中期計画の進捗は順調」とした。 

第３ 業務運営の改善及び効率化等に関する事項 

評 定 中期計画の進捗は順調 

大項目第3「業務運営の改善及び効率化等」では、評点4「十分に達成」が1項目

（5％）、評点3「概ね達成」が15項目（79％）、評点2「やや未達成」が3項目（16％）

であり、当該大項目に係る最小項目別評価の評点の平均値は2.89となるため、大項

目別評価は④「中期計画の進捗は順調」とした。 

（２）総合的な評定 

評 定 中期計画の進捗は順調 

大項目別評価の結果を踏まえ、中期計画の進捗状況全体について総合的に判断

し、令和4年度の業務に対する自己評価は「中期計画の進捗は順調」とした。 

令和4年度は、コロナ禍の収束をはじめとした社会情勢の変動に対応しつつ、令和

5年度の大学機関別認証評価や開学30周年、次期中期計画の策定を見据えて中期計

画を遂行した。特に内部質保証推進体制やSA制度の整備等の組織・制度面の改善、

コロナ禍で定着したオンラインの活用による事業の効率化を推進することができ

た。 
 
 
 
 
 
 

（３）実績をふまえた運営上の方針・戦略等 

令和 4年度に係る業務の実績に関する報告書を提出するに当たり、第 3期中期目

標・中期計画も残された期間は 2年間となった。残る 2年間で中期目標を達成する

ためには、現時点で評価 2である項目の課題分析と改善見込み、評価 3である項目

の評価 4へのレベルアップの可能性を全学で情報共有し、協議しなければならない。

幸いにも、令和 5年度は大学教育質保証・評価センターにて大学機関別認証評価を

受審するために、令和 4年度に点検評価ポートフォリオを作成して、教育研究に関

する項目について現況分析を実施した。さらに、内部質保証推進体制を構築し全学

と各部局との連携を強化するとともに、PDCAサイクルを活用して教職員のモチベー

ションを高めるシステムを築いた。その内部質保証推進体制には学部・研究科外部

評価委員会が関与しており、色々な立場のステークホルダーの方々が評価委員とな

り、社会のニーズと本学の教育研究との関わりについて助言をいただいている。 

一般に公立大学は、実学を重視する傾向にあり、研究力より教育力が高く評価さ

れてきた経緯がある。しかしながら、研究と教育は表裏一体で、特色ある研究力が

大学のブランド力となり、それを求めて優秀な学生が集まってくる。この好循環を

得るために、現在、評価の低い共同研究等や科研費獲得を踏まえた研究力の向上や

定員未充足の研究科への進学率の向上を推進することによる大学院教育の質保証

が重要な改善目標となる。 

その側面補強の視点から、教員の個人評価制度の見直しを実施し、より実情に沿

った評価手法へと改善し、各教員の資質の発掘と気づきによるモチベーションの高

まりを期待する個人評価を令和 4年度に実施した。いまだ試行錯誤の段階ではある

が、今後の教育研究及び大学運営に大きく影響する人材データベースが得られると

思われる。 

コロナ禍が収束されつつある令和 5年度に向けて、今回の業務実績報告書から得

られた評価を謙虚に受け止め、評価が高かった項目は更なる発展を求めて、また評

価が低かった項目は的確な改善策を早急に実施することにより、次年度の実績に繋

げたいと考える。 
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３ 中期計画の各項目ごとの実施状況 

 

第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 教育に関する目標達成するためとるべき措置 

（１）教育内容の充実に関する目標を達成するためとるべき措置 

  ア 学士教育 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 

自己 

評価 

委員会 

評価 
委員会参考意見 

［１］ 
・保健福祉学部 

保健福祉学部では、地域社会や国際
社会における人々の健康維持と増進に
積極的に貢献できる看護、栄養、福祉、
教育に関する幅広い知識と技術を修得
し、専門分野に関する課題を科学的、
論理的思考や分析に基づいて主体的に
解決する能力を備えた人材を育成する
教育を充実させる。 
特に、子ども学の分野では、子ども

を取り巻く複雑化する環境を理解し、
福祉の視点を有する高度な就学前教育
と小学校教育への円滑な接続を推進で
きる人材育成を目指す。 

 

成果指標 

・国家試験の合格率(％) 

試験名 
現状(H25～

29年度平均) 
目標 

看護師  98.1 100 

助産師 100 100 

管理栄養士 95.5 96.0 

社会福祉士 79.6 80.0 
 

［１］ 
・保健福祉学部 

令和4年度から開始する新カリキュ
ラムの実施状況を分析し、改善点につ
いて検討するとともに、地域及び海外
と連携した専門教育の充実を図る。 
国家試験の合格率目標の実現に向け

た指導を行う。 
 

成果指標 

・国家試験の合格率(％) 

試験名 R4目標 

看護師  100   

助産師 100   

管理栄養士 96.0  

社会福祉士 80.0  
 

［１］ 
・保健福祉学部 

看護学科、現代福祉学科、子ども学科の新
カリキュラムの進捗状況について点検し、順
調に進んでいることを確認した。 
副専攻「吉備の杜」や菜園を利用したエデ

ィブル教育等の地域と連携した専門教育を
積極的に実施した。 
韓国又松大学、米国ウィスコンシン大学マ

ディソン校の教員及びカタール在住の客員
教授とオンラインで学術交流会を実施する
などグローバル教育の推進に努めた。 
社会福祉士に関する対策講座を実施した

ほか、各学科においてカリキュラムを通して
国家試験の合格率向上に向けた対策を進め
た。 

 

成果指標 

・国家試験の合格率(％) 

試験名 R4実績 

看護師 100 

助産師 100 

管理栄養士 90.2 

社会福祉士 86.7 

 

 
４ 

 
４ 

 
高い国家試験合格率を達
成するとともに、地域及
び海外と連携した専門教
育の充実を進めており、
評価できる。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 

自己 

評価 

委員会 

評価 
委員会参考意見 

［評価時の観点］  
成果指標の国家試験の合格率について、看

護師、助産師、社会福祉士の3つが目標値に到
達した。新カリキュラムの進捗も順調であ
り、地域及び海外との連携も積極的に行うな
ど、専門教育の充実を進めることができた。 

［２］ 
・情報工学部 

情報工学部では、第4次産業革命の中
核をなす情報工学に加え、電子通信工
学、機械システム工学、人間工学に関
する幅広い知識を活用し、人間・社会・
自然との調和を図りながら超スマート
社会及び地域産業の持続的発展に貢献
できる未来志向の技術者を育成する教
育を充実させる。 

［２］ 
・情報工学部 

成長分野を支える情報技術人材の育
成のため、数理・データサイエンス・AI
カリキュラムを充実させるとともに、
「吉備の杜」創造戦略プロジェクトの
授業科目の活用を推進する。また、全
国の大学、岡山県立大学協力会、シス
テムエンジニアリング岡山等との連携
を密にし、社会人基礎力の育成に努め
る。 

［２］ 
・情報工学部 

数理・データサイエンス・AI（応用基礎レ
ベル）モデルカリキュラムに準じた授業内容
に整備し、本学での履修モデルを示した。 
「吉備の杜」創造戦略プロジェクト授業科

目の履修の促進、岡山県立大学協力会をはじ
めとした地元企業による業種説明会の開催
等、地域・企業と連携した社会人基礎力の育
成、進路決定の支援に取り組んだ。 
愛媛大学のオンラインPBL科目の履修や、

マレーシアマラッカ技術大学での海外イン
ターンシップの実施等、国内外の大学との連
携により専門教育を充実させた。 

 
３ 

 
３ 

 

［３］ 
・デザイン学部 

デザイン学部では、人間・社会・自然
との調和を目指したデザイン・建築を
創造できる人材教育を目指し、学部の
基礎的な共通教育に加えて、実学教育
を中核とした各分野の専門教育によ
り、地域社会や国際社会の持続的発展
に貢献できるスペシャリストを育成す
る教育を充実させる。 
特に、建築分野においては、インテ

リアから建築設計を中心に、地域計画
に至るまで、建築に関わる幅広い知識
と高度な技能を修得し、建築家や建築
分野の専門家の育成を目指す。 

［３］ 
・デザイン学部 

学科改編と「吉備の杜」創造戦略プロ
ジェクトによる新カリキュラムの効果
を点検し、教育内容の改善を行う。ま
た、研究科対象の科目を学部生が受講
できる仕組みづくりを進める。 
質の高い学生確保のため、入試結果

についての分析を行うとともに、オン
ラインやSNSを活用した効果的な入試
広報を進める。 

［３］ 
・デザイン学部 

学科改編後の新学科での開講科目につい
て点検し、成績評価の方法等の見直しを行っ
た。 
卒業研究において、評価の質と公平性を向

上させるためのルーブリック評価が定着し
た。また、地域課題に取り組む研究テーマの
増加が見られた。 

 
３ 

 
３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 

自己 

評価 

委員会 

評価 
委員会参考意見 

（参考指標）([１]～[３]) 
・修業年限内卒業率 
・卒業時及び卒業生に対する調査による
教育満足・充実度等 

・卒業生の就職率(％) 

学部名 
現状(H29

年度卒) 
目標 

保健福祉学部 97.7 99.0 

情報工学部 96.9 98.0 

デザイン学部 88.1 90.0 

学部計 95.3 97.0 

※就職率＝就職者数／就職希望者数 
・卒業生の進学率(％) 

学部名 
現状(H29

年度卒) 
目標 

保健福祉学部 6.3  8.0  

情報工学部 30.8  32.0  

デザイン学部 3.9   5.0  

学部計 15.5   17.0  

※進学率＝進学者数／卒業者数 
・ディプロマ・ポリシー(卒業認定・学位
授与の方針)の検証に基づくカリキュ
ラム及び実施方法の見直し状況 

 （参考指標）([１]～[３]) 
・修業年限内卒業率(％) 

学部名 R4実績 

保健福祉学部 96.0 

情報工学部 86.1 

デザイン学部 83.0 

学部計 89.0 

・卒業生の就職率(％) 

学部名 R4実績 

保健福祉学部 99.3 

情報工学部 99.0 

デザイン学部 95.9 

学部計 98.4 

・卒業生の進学率(％) 

学部名 R4実績 

保健福祉学部 8.0 

情報工学部 30.8 

デザイン学部 8.1 

学部計 16.8 
 

   

［４］ 
地域に愛着を持ち、その発展に寄与

する意欲・能力を育むため、COC+の一環
として設置した副専攻「岡山創生学」
の成果を継承し、さらなる地域連携教
育の充実・改善を図る。 
 
 
 
 
 
 

［４］ 
副専攻「吉備の杜」の岡山創生学課程

と吉備の杜クリエイター課程において
相互で密に連携し、副専攻科目の実施
と検証を行い、社会連携教育の充実を
行う。 
地域創生推進士の新規認定要件とし

て制度化した準正課活動の拡充に努め
る。 

 
 
 

［４］ 
副専攻「吉備の杜」（岡山創生学課程、吉

備の杜クリエイター課程）を、オンラインと
対面を併用しながら、全ての科目を開講し、
地域創生推進士23名、地域創生クリエイター
11名を認定した。 
説明会や広報物により学内外で副専攻の

教育理念の理解の促進、履修者の増加を図
り、吉備の杜クリエイター課程の学外履修者
24名を受け入れた。 

 
 

 
２ 

 
２ 

 
副専攻「吉備の杜」の教
育内容の充実や学内外へ
の周知を進め、県内就職
率の向上につなげてほし
い。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 

自己 

評価 

委員会 

評価 
委員会参考意見 

成果指標 
・就職した学生のうち、県内の事業所に
就職した学生の割合(％) 

項目 
現状(H29

年度卒) 
目標 

全学部平均 51.8 55.0 

 
（参考指標） 
・地域連携教育の実施状況(地域の学外
関係者による講座数を含む。) 

成果指標 
・就職した学生のうち、県内の事業所に
就職した学生の割合(％) 

項目 R4目標 

全学部平均 54.0 
 

成果指標 
・就職した学生のうち、県内の事業所に就職し
た学生の割合(％) 

項目 R4実績 

全学部平均 48.0 

（参考指標） 
・地域連携教育の実施状況  
・副専攻科目の単位修得者数(人) 

科目名 人数 

社会連携要論 336 

地域創生演習 102 

地域資源論 381 

地域創生実践論 54 

社会を生きる力を学ぶ 66 

地域インターンシップ 19 

地方自治論Q 36 

エンジニアリング演習 23 

地域デザイン演習 5 

フードビジネス学 29 

チームガバナビリティ演習 22 

地域保健福祉演習 8 

未来型プロジェクト<食> 11 

組込みシステム 90 

技術者と社会 51 

セキュリティ総論 69 

知的制御システム 45 

未来型プロジェクト<ICT> 3 

森林生態学・地盤工学 12 

森林・木材学演習 18 

木構造学・木構造デザイン 14 

環境デザイン演習 11 

未来型プロジェクト<森と木> 3 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 

自己 

評価 

委員会 

評価 
委員会参考意見 

［評価時の観点］  
副専攻「吉備の杜」の教育内容の充実、学

内外への周知は進んでいるものの、成果指標
である県内就職率は目標に届かなかった。 

［５］ 
地域社会及びその延長上の国際社会

のニーズに即した人材を適切かつ効果
的に育成するとともに、教育研究面で
の本学の特色を伸長させるため、教育
研究組織の見直しについて検討する。 

［５］ 
内部質保証推進会議で設定したアセ

スメントプランを公表し、これに従っ
た教学アセスメントを進めることで、
学修者本位の教育の実現を目指す。 

［５］ 
カリキュラムの充実を目的として、アセス

メントプランに従って分析した IR データに
基づく評価を行った上で改善に取り組み、情
報工学部を中心としたカリキュラムの充実、
英語教育の Advenced Class の運用の改善を
含むグローバル教育の充実、厳格な成績評価
に向けたルーブリックの導入、共通教育科目
におけるキャリア教育の推進に努めた。 

 
３ 

 
３ 
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第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 教育に関する目標達成するためとるべき措置 

（１）教育内容の充実に関する目標を達成するためとるべき措置 

  イ 大学院教育 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 

自己 

評価 

委員会 

評価 
委員会参考意見 

［６］  
・保健福祉学研究科 

保健福祉学研究科では、保健・医療・
福祉分野における問題点を提起してそ
れを解決し得る高度な研究能力を持つ
とともに、専門職としての知識・技術
を身に付けることにより、少子・超高
齢化とグローバル化の進む地域社会に
おいて、健康、福祉に関する高度な課
題の解決に貢献できる人材を育成する
教育を充実させる。 

 
成果指標 
・国家試験の合格率(％) 

試験名 現状(H29年度) 目標 

保健師 87.5 90.0 
 

［６］  
・保健福祉学研究科 

「吉備の杜」創造戦略プロジェクト
における新設演習科目の内容に関する
評価を行い、充実を図る。また、海外の
研究者によるオンラインを活用したグ
ローバル専門教育を行う。 
保健師国家試験の高い合格率を維持

するための指導を継続する。 
 

成果指標 
・国家試験の合格率(％) 

試験名 R4目標 

保健師 90.0 
 

［６］  
・保健福祉学研究科 

カリキュラムを通して保健師国家試験に
向けた対策講義を実施した。 
個別の就職・進学支援のほか、福祉行政職

のインターンシップ情報の提供や就職セミ
ナーを開催した。 
副専攻「吉備の杜」の創造戦略プロジェク

ト＜食＞により、地域・企業と連携した実践
的な専門教育を行った。 
韓国又松大学、米国ウィスコンシン大学マ

ディソン校の教員及びカタール在住の客員
教授とオンラインでの学術交流会を実施し
た。 
 

成果指標 
・国家試験の合格率(％) 

試験名 R4実績 

保健師 100 

［評価時の観点］  
保健師国家資格合格率が100％と目標を達

成したほか、地域や海外と連携した専門教育
の充実も進めることができた。 

 
４ 

 
４ 

 
国家試験合格率100%を維
持するとともに、地域や海
外と連携した専門教育の
充実を進めており、評価で
きる。 

［7］ 
・情報系工学研究科 

情報系工学研究科では、情報技術を
活用して、人間・社会・自然との調和
を図りながら、グローバルな視野に立
って主導的に第4次産業革命を推し進

［７］ 
・情報系工学研究科 

「吉備の杜」創造戦略プロジェクト
の授業科目の内容を充実させ、ヒュー
マンスキルの育成に努める。 
岡山県立大学協力会と協働してカリ

［７］ 
・情報系工学研究科 

新入生に副専攻を周知し、履修を促進する
とともに、創造戦略プロジェクト<ICT>では
企業から提供されたテーマで実践的な課題
に取り組むなど、ヒューマンスキルの育成に

 
３ 

 
３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 

自己 

評価 

委員会 

評価 
委員会参考意見 

め、超スマート社会及び地域社会の中
枢で活躍できる技術者を育成する教育
を充実させる。 

キュラムの充実を図る。 
大学院修了者の進路決定率を向上す

る企業説明会の在り方を検討する。 

向けた教育内容の充実を図った。 
地元企業による業種説明会の開催やキャ

リア教育科目「産業技術特別講義」の立ち上
げなど、企業と連携したキャリア形成・就職
支援に取り組んだ。 

［８］ 
・デザイン学研究科 

デザイン学研究科では、グローバル
な視野と感性を持ち、社会を的確に捉
え、時代の変化を洞察することで、将
来予想される問題を優れたデザインの
創出により解決し、豊かで新しい便利
な生活と文化に寄与できる人材を育成
する教育を充実させる。 

［８］ 
・デザイン学研究科 

学生の自主的な研究・制作活動を促
進するため、学会発表やコンペティシ
ョンへの積極的な参加をサポートす
る。 
「吉備の杜」創造戦略プロジェクト

の授業科目の内容の充実を継続しつ
つ、リカレント教育について具体的に
検討する。 

［８］ 
・デザイン学研究科 

定員確保に向けて、学部4年次ゼミを通し
て大学院進学についての説明を行い、定員充
足率の向上につなげた。修士課程学位審査基
準の見直しに伴い、論文及び特定の課題に対
する審査基準を整備した。特別研究に対する
ルーブリック評価を作成し、次年度シラバス
へ反映させた。 
研究科の改組を行うために専攻、定員、カ

リキュラム等について検討を進めた。 

［評価時の観点］  
定員充足率に関しては、若干の改善が見ら

れるものの、引き続き定員確保に向けた対策
が必要である。 

 
２ 

 
２ 

 
定員確保に向けた対策を
検討してほしい。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 

自己 

評価 

委員会 

評価 
委員会参考意見 

成果指標([６]～[８]) 
・大学院修了者の進路決定率 (％) 

項目 現状(H29年度) 目標 

全研究
科平均 

97.8 100 

 
（参考指標）([６]～[８]) 
・各研究科の定員充足率 
・修了時及び修了生に対する調査による
教育満足・充実感等 

成果指標([６]～[８]) 
・大学院修了者の進路決定率 (％)  

項目 R4目標 

全研究科平均 100 
 

成果指標([６]～[８]) 
・大学院修了者の進路決定率 (％) 

項目 R4実績 

全研究科平均 97.5 

 
（参考指標）([６]～[８]) 
・各研究科の定員充足率 (％)※収容定員に対
する充足率 

項目 R4実績 

保健福祉学研究科
(博士前期) 

102.5 

情報系工学研究科
(博士前期) 

108.7 

デザイン学研究科
(修士) 

65.6 

保健福祉学研究科
(博士後期) 

233.3 

情報系工学研究科
(博士後期) 

50.0 
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第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 教育に関する目標を達成するためとるべき措置 

（２）教育方法等の改善に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 

自己 

評価 

委員会 

評価 
委員会参考意見 

［９］ 
学習成果を上げるため、主体的・協

働的な学び(アクティブ・ラーニング)
の導入・推進など教育方法の改善を図
る。 
 

成果指標 
・アクティブ・ラーニングの推進状況 
(2年目以降に具体数値目標等設定) 

［９］ 
アクティブ・ラーニング、オンライ

ン授業などに関するFD・SD研修会の開
催や、オンライン授業を含む相互授業
参観に対する意見交換会により集約し
たアクティブ・ラーニング事例や授業
改善案などの共有を通じ、教員の教育
力向上に努める。 
 

成果指標 
・アクティブ・ラーニングの推進状況 

（％） 
項目 R4目標 

アクティブ・ラーニング
の導入率 80 

 

［９］ 
多くの授業科目が対面授業に戻り、アクテ

ィブ・ラーニング実施率は84.8％となった。 
相互授業参観とそれに基づく意見交換会を

実施し、教員相互での授業改善に取り組んだ。 
計10回のFD・SD研修会を開催し、教員参加

率は81.0％（124/153）であった。 
 
成果指標 
・アクティブ・ラーニングの推進状況 

項目 R4実績 

アクティブ・ラーニングの
導入率 

84.8 

［評価時の観点］  
アクティブ・ラーニングの導入率が目標を

達成するなど、授業改善、教育力向上に向け
た取組を進めることができた。 

 
４ 

 
４ 

 
授業の改善や教育力向上
に向けた取組を進めるこ
とができており、評価でき
る。 

［10］ 
学生・教職員の教育研究活動を推進

するため、必要な施設・設備等の充実
を図り、教育研究環境の改善に努める。 

［10］ 
必要な施設・設備等の充実を図るた

め、予算編成時期に合わせ設備等の要
望調査を行い、整備に努める。また、
引き続き無線LAN設備の強化を進める。 

［10］ 
予算編成時期に設備等の要望調査を実施

し、限られた予算の中で緊急性を考慮し、以
下の整備を行った。 
・デザイン学部講義室環境整備 
・高速液体クロマトグラフ 

 
３ 

 
３ 

 

［11］ 
教育プログラム(科目)として、県内

の自治体、企業等へのインターンシッ
プを実施し、県内企業等を知る機会を
増やすとともに、職業観の醸成など、

［11］ 
副専攻「吉備の杜」の岡山創生学課

程と吉備の杜クリエイター課程におい
て相互で密に連携し、コロナ禍の社会
情勢の変化に柔軟に対応できるよう教

［11］ 
コロナ禍においても、企業の協力を得て「エ

ンジニアリング演習」のインターンシップを
現地で実施した。「地域インターンシップ」
は、実習期間の見直しにより、複数の企業・

 
３ 

 
３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 

自己 

評価 

委員会 

評価 
委員会参考意見 

学生のキャリア形成の支援に努める。
なお、インターンシップの実施に当た
っては、受入先との連携を密に行うと
ともに、大学において事前学習及び報
告会を実施するなど教育効果が高まる
よう努める。 

 
成果指標 
・長期インターンシップ参加者数(人) 

項目 現状(H30年度) 目標 

参加者数 55 55 
 

育プログラム（科目）としてのインタ
ーンシップの内容の充実を行う。 

 
成果指標 
・長期インターンシップ参加者数(人) 

項目 R4目標 

参加者数 55 
 

団体等において実施できる環境を整備し、自
治体と企業等での就業体験の組み合わせによ
り、充実した実習を行うことができた。 
吉備の杜クリエイター課程及びプロデュー

サー課程のPBL科目について、企業・団体と学
生の間でテーマのマッチングを図りながら受
け入れ先の開拓を行った。 

 
成果指標 
・長期インターンシップ参加者数(人) 

項目 R4実績 

参加者数 42 

（内訳）地域インターンシップ：19人 
エンジニアリング演習：23人 
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第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

２ 学生の確保に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 

自己 

評価 

委員会 

評価 
委員会参考意見 

［12］  
新たな入試制度が始まる平成33(2021)

年度入試に対応するため学士課程入学者
受入れの方針(アドミッション・ポリシー)
の見直しとそれに基づく入学者選抜を実
施するとともに、実施結果の点検・評価に
基づき改善を図る。 
さらに、新高等学校学習指導要領に基

づく教育を受けた平成37(2025)年度入学
生の受入れに向けて入学者選抜方法やカ
リキュラムの改善を図る。 
 

（参考指標） 
・入試実施状況、入学者選抜に係る変更状況 

［12］  
新学習指導要領に基づく教育を受

けた令和7（2025）年度入学生の受入
れに向けて入学者選抜方法やアドミ
ッション・ポリシーを検討し、令和
4年秋に公表する。 

［12］  
新学習指導要領を踏まえた令和 7（2025）

年度入試に向けて、アドミッション・ポリシ
ー、募集人員の配分、選抜方法等を見直し公
表した。 
令和 3年度と 4年度実施の特別選抜・一般

選抜の点検、評価、データ解析を行い、選抜
方法やカリキュラム改善など今後の入試改革
に向けて各学部、学科と共有した。 
感染症対策を含め、適切な入学者選抜試験

を実施した。 
高等学校長協会からの要望を踏まえ、一般

入試の志望理由書をパソコンで作成できるよ
うに改善した。 
 

 
３ 

 
３ 

 

［13］ 
加速する18歳人口の減少により大学間

競争が激化し、かつ、多様化する入学者選
抜に備えて、アドミッション・オフィス機
能を整備し、志願者動向等についての調
査・分析による入学者選抜等の改善を図
るとともに、本学の教育研究の特色・強み
を効果的に周知するため、戦略的な入試
広報の充実を図り、本学への志願者数を
維持する。 

 
成果指標 
・一般前期入試での志願倍率(倍) 

項目 
現状(H26－H31
年度入試) 

目標 

全学部
平均 

3.2 3.2 
 

［13］ 
ホームページの改修に伴い、SNSな

どを活用して戦略的な入試広報を実
施するため、ステークホルダーのニ
ーズ調査を行う。また、令和3年度に
発足した学生広報委員会とともに積
極的な広報活動を推進する。 
 
 

成果指標 
・一般前期入試での志願倍率(倍) 

項目 R4目標 

全学部平均 3.2 
 

［13］ 
SNS（LINE）を活用した情報発信を行うとと

もに、学生広報委員が入試イベントで積極的
に PR するなど、学生目線での入試広報を推
進した。 
高校訪問を 88 件行ったほか、進学ガイダン

スへの参加、高校からの訪問受入等、積極的
な入試広報活動を行った。 

 
成果指標 
・一般前期入試での志願倍率(倍) 

項目 R4実績 

全学部平均 2.8 

 
 

 
３ 

 
３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 

自己 

評価 

委員会 

評価 
委員会参考意見 

［14］ 
高校生のための大学授業開放や高校へ

の講師派遣、高校の進路指導担当教員と
の意見交換会など、各種の高大連携事業
の方法・内容の改善を図るとともに、効果
的な事業の開発、推進を図る。 
 

（参考指標） 
・高大連携における教育的事業／広報的事
業の実施状況(件数等) 

［14］ 
各種入試広報事業を学生広報委員

会とともに実施しつつ、コロナ禍に
おける効果的な拡充実施の方法につ
いて検討を進める。 

［14］ 
オープンキャンパス、教育と入試説明会、

高校生のための授業開放等、高校生や保護者
を対象としたイベントを開催し、学生広報委
員会により受験生の側に立った説明を取り入
れるなど、効果的な入試広報に取り組んだ。 
高校生と大学生がともに学習成果を発表す

る「高校生と大学生の地域における探究学習
の成果報告会」、高校進路指導教員や校長協
会との懇談会、県内高校校長の有志との高大
連携作業部会等を実施し、高校との連携を深
めるとともに、今後の入試改革等に向けた意
見交換、情報収集を行った。 

 
３ 

 
３ 
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第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

３ 学生の支援に関する目標を達成するためとるべき措置 

（１）学習支援の充実に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 

自己 

評価 

委員会 

評価 
委員会参考意見 

［15］ 
附属図書館において、学生等の多様な

ニーズに応えるため、学習空間の提供、教
育研究・学習に必要な資料の整備・充実、
教育研究支援等、図書館サービスの充実
に取り組む。 
 

（参考指標） 
・附属図書館の利用状況及び満足度 

［15］ 
図書館及び所蔵資料の利用状況

等の調査分析を進め、サービスの
向上と見直しを継続的に行うとと
もに、学生による選書事業等、学生
目線による蔵書の充実を図る。 

［15］ 
各学科の選書により電子書籍を整備し、所蔵

数は約1,400タイトルとなった。 
学生から要望がある一般書を揃えるため、新

たに電子図書館システムの導入を決定したほ
か、教員アンケートや利用状況等を基に蔵書の
整理を行った。 
電子ブックリクエストフェア、ブックフェ

ア、選書ツアー、学生希望図書等の学生目線に
よる選書イベントを開催し、約250冊の図書を
購入した。 

 
３ 
 

 
３ 

 
 

［16］ 
アクティブ・ラーニングに対応する教

室や自習環境の充実、学習環境整備や学
内の連携体制などを工夫・改善し、学習支
援の充実に取り組む。 

 
成果指標 
・アクティブ・ラーニングの推進状況(2年
目以降に具体数値目標等設定)(再掲：９) 

 
（参考指標） 
・学生の自習状況及び学内の自習環境に対
する利用状況・満足度(演習室の延べ利
用者数、自習に関するアンケート) 

 

［16］ 
アクティブ・ラーニング対応教

室の利用状況、オンライン授業に
おけるアクティブ・ラーニング導
入事例などを調査し、改善点を抽
出する。また、学内各施設・組織の
協働により、学生の自主学習環境
の充実を図る。 
 

成果指標 
・アクティブ・ラーニングの推進状況 

（再掲：９） 

項目 R4目標 
アクティブ・ラーニ
ングの導入率 

80 
 

［16］ 
アクティブ・ラーニング実施率は84.8%とな

り、学生の能動的な学習を促すことができた。 
アクティブ・ラーニング対応教室に対する教

員視点の要望を調査し、ホワイトボードのクリ
ーニングとプロジェクタ投影時の反射低減に
ついて対応を進めることとした。 
学生生活アンケートにより、学生の自主学習

環境の利用状況を調査し、約80%の学生がラー
ニングコモンズを利用している結果を受け、対
面授業への回帰に合わせたさらなる周知と環
境の充実を検討した。 
 

成果指標 
・アクティブ・ラーニングの推進状況 

（再掲：９） 

項目 R4実績 

アクティブ・ラーニングの
導入率 

84.8 

 
４ 

 
４ 

 
教員や学生の意見を聞き
ながら学習環境の充実を
進めており、評価でき
る。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 

自己 

評価 

委員会 

評価 
委員会参考意見 

［評価時の観点］  
アクティブ・ラーニングの導入率が目標を達

成したほか、教員及び学生からの学習環境に関
する意見・要望を調査するなど、改善に向けた
取組を進めた。 

［17］ 
学修支援体制の充実を図るため、学生

毎にアドバイザー教員を決め進路や学業
などの相談を受けるアドバイザー制度及
び教員が学生の訪問時間帯を設けて研究
室で待機し、授業等の疑問点や個人的な
悩みなどの相談を受けるオフィスアワー
を活用するとともに、学生に授業等の補
助を担わせるスチューデント・アシスタ
ント制度の整備に努める。 

 
（参考指標） 
・スチューデント・アシスタント(SA)制度
の整備・利活用状況、アドバイザー面談、
オフィスアワーの実施状況(関連：第２－
３－(２)生活支援の充実) 

［17］ 
教職員のための学生対応マニュ

アルを活用し、アドバイザー制度、
オフィスアワー制度による学生支
援を充実させるとともに、面談報
告書の分析から学生の課題を抽出
する。また、スチューデント・アシ
スタント制度の整備を実施する。 

［17］ 
運用 1年目となる「教職員のための学生対応マ

ニュアル」について、質問窓口を周知するなど、
効果的な運用に取り組んだ。 
令和 4年度の休退学時面談報告書を集計し、改

善方針を決定したほか、令和 5 年度からのスチ
ューデント・アシスタント制度の開始に向けて実
施要領等を作成するなど、学修支援の充実を進
めた。 
アドバイザー面談、オフィスアワーともに実施

し、アドバイザー面談は高い実施率であった。 
 
（参考指標） 
・アドバイザー面談の実施率：前期 97.1％ 

後期 98.4％ 

 
３ 

 
３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 

自己 

評価 

委員会 

評価 
委員会参考意見 

［18］ 
  学生の豊かな人格形成に資するため、
大学との連携の下、学生が主体となり学
内外のボランティア活動や授業、教育、学
内環境改善等に関わる活動である学生
FD(ファカルティ・ディベロップメント)
活動を推進するなど、学生の主体性を尊
重した正課外活動支援体制の整備に努め
る。 

 
（参考指標） 
・学生の正課外活動への支援状況 
・正課外ボランティア活動への参加状況(参
加要請数、参加延学生数) 

［18］ 
  学生の積極的なボランティア活
動や準正課活動、学生FD活動につ
いて、学生団体への情報提供や助
言を行うとともに、より学生の主
体的な活動を支援するための体制
整備を検討する。 

［18］ 
学外からのボランティア募集情報について

学生に発信し、参加を促すとともに、外部講師
を招いての学内での災害ボランティア研修、
SDGsボランティア研修を実施した。 
学内のボランティア活動・地域活動団体のメ

ンバーの募集や、活動に関する相談等、学生の
主体的活動を支援した。 
ラーニングコモンズとして活用を促進して

いるサービスラーニング室の年間の利用者数
は延べ790名であった。 
学生団体によるオープンキャンパスでの高

校生への相談、新入生歓迎企画をはじめとした
季節ごとのイベント、ウクライナ及びトルコへ
の募金活動の支援を行った。 
 

（参考指標） 
・学生の正課外活動への支援状況 
・正課外ボランティア活動への参加状況 
ボランティア活動：申込者数延べ114名 
ボランティア研修：申込者数延べ105名 
災害ボランティア研修（学内）：参加者13名 
SDGsボランティア研修（学内）：参加者8名 
岡山NPOセンター主催「ボランティア活動を考
える夜」：参加者3名 
 

 
３ 

 
３ 
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第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

３ 学生の支援に関する目標を達成するためとるべき措置 

（２）生活支援の充実に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 

自己 

評価 

委員会

評価 
委員会参考意見 

［19］ 
学生のメンタルサポートのために、

学生相談体制の充実を図るとともに、
保健室、アドバイザー教員と連携した
支援に努める。 
また、奨学金制度や授業料減免制度に

ついて周知を図り、財源に応じた経済支
援を行うほか、国の高等教育段階の教育
費負担軽減新制度(平成32(2020)年度開
始予定)に備え、必要に応じ準備・適用
を行う。 
 

（参考指標） 
・各窓口の利用状況 
・退学・休学者数 
・修業年限内卒業率 
・スチューデント・アシスタント(SA)制度
の整備・利活用状況、アドバイザー面談、
オフィスアワーの実施状況(再掲：17) 

・減免適用状況(学生数・減免総額) 
(※平成32(2020)年度から適用となれ
ば国の給付型奨学金の適用状況) 
 

［19］ 
教職員のための学生対応マニュアル

を踏まえ、学生を多面的に支援する体
制を整える。 
財政的に困窮している学生に対して

奨学金や授業料減免制度の周知を行
い、財源に応じた経済支援を行う。 

［19］ 
学生相談室を中心に、精神科校医によるメ

ンタルヘルス研修会を開催し、発達障がいや
精神障がいの学生対応、架空の学生事例に対
する助言等、実態に則した研修を実施した。 
令和4年後期から選考基準を一部改正した

授業料減免制度について説明会を開催し、周
知を行うとともに、団体から寄贈された食料
支援物資を配付し、経済支援を行った。 
障がい等、心身のサポートが必要な学生（疑

いのある学生を含む）やその支援に従事する
教職員の相談業務を行う学生支援コーディネ
ーターの設置について検討し、令和5年度から
設置することとした。 

 
（参考指標） 
・各窓口の利用状況(延べ人数) 
  学生相談室：学生290人、その他10人 
  保健室：301人 
・退学・休学者数 
  退学者：学部29人、大学院13人 
  休学者：学部36人、大学院19人 
・修業年限内卒業率 
  学部：89.0％ 
  大学院(博士前期・修士)：84.5％ 
  大学院(博士後期)：12.5％ 
・授業料減免適用状況 

修学支援新制度 
申請件数：364件 
減免総額：87,719千円 

独自減免 

 
３ 

 
３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 

自己 

評価 

委員会

評価 
委員会参考意見 

申請件数：39件 
減免総額：5,134千円 

［20］ 
障がい学生等が充実した生活を送る

ことができるよう合理的配慮の充実に
努める。 

 
（参考指標） 
・配慮要請件数と合理的配慮提供件数 

［20］ 
障がい学生支援のあり方等につい

て、研修会や教職員のための学生対応
マニュアルを通して周知を図り、適切
な対応に努める。また、予算の必要な
配慮については、計画的に要求しなが
ら実現に向けた検討を行う。 

［20］ 
障がい学生支援に関する学外の研修会につ

いて教職員へ参加を促すとともに、学内の研
修会において、適切な配慮と学生対応マニュ
アルの活用を呼びかけた。 
入学生4名を含む全18名に対して合理的配

慮を提供するとともに、その情報を教科担当
の教員に迅速に共有した。また、適切な配慮
の提供について検証するため、配慮要請更新
時にアンケート調査を行った。 
特に配慮を要する学生を支援するため、学

生支援コーディネーターを令和5年度から新
設することとした。 

 
（参考指標） 
・配慮要請件数：5件 
・合理的配慮提供件数：18件 

［評価時の観点］  
配慮申請があった学生に対して合理的配慮

を提供するとともに、研修会やマニュアル、
学生支援コーディネーターの新設により、さ
らなる支援の充実に向けた取組も進んでい
る。 
 

 
４ 

 
４ 

 
配慮を要する学生への支
援の充実に向けた取組を
進めており、評価できる。 
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第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

３ 学生の支援に関する目標に関する目標を達成するためとるべき措置 

（３）就職支援の充実に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 

自己 

評価 

委員会 

評価 
委員会参考意見 

［21］ 
これまで学部学科別等、個別に実施

していた就職支援について情報を共有
するとともに、学生への多様な就職支
援策を充実させるため、キャリア形成
支援及び学生生活支援の柱となるキャ
リア・学生生活支援センター(仮称)を
設置し、各種支援を充実させる。 
 

成果指標 
・就職した学生のうち、県内の事業所に
就職した学生の割合(％)（再掲：４） 

項目 現状(H29年度卒) 目標 

全学部
平均 

51.8 55.0 

 
（参考指標） 
・就職満足度(卒業時アンケート) 
・卒業生の就職率(％) 

学部名 現状(H29年度卒) 目標 

保健福
祉学部 

97.7 99.0 

情報工
学部 

96.9 98.0 

デザイ
ン学部 

88.1 90.0 

学部計 95.3 97.0 

※就職率＝就職者数／就職希望者 
 

［21］ 
 県内企業インターンシップの広報、
ニュースレターによる広報活動を活発
化させるとともに、各学科と就職相談
室の連携を更に強化する。 
県内企業に就職した卒業生による「県
大吉備塾」等の企画、岡山県立大学協
力会との協働による学生の就職・キャ
リア形成支援等の各種支援策を強化す
る。 
 

成果指標 
・就職した学生のうち、県内の事業所に
就職した学生の割合(％)（再掲：４） 

項目 R4目標 

全学部平均 54.0 
 

［21］ 
掲示や広報物を通じて学生への県内企業の

周知を図るとともに、岡山県立大学協力会に
よるオンライン業種説明会（参加学生延べ191
名）、対面業種説明会（参加学生延べ198名）、
システムエンジニアリング岡山の対面合同説
明会（参加学生延べ119名）を開催し、県内企
業の魅力を伝えた。また、「県大吉備塾」で
は県内企業等に就職した卒業生の活躍から学
生の就職・キャリア形成に対するモチベーシ
ョンの向上を図った。 
就職ガイダンス18講座（参加学生419名）、

就職相談689件、来学企業対応290社、求人NAVI
への求人票アップロード986件を行うなど、学
生の就職支援や情報提供の充実を図ったほ
か、各学生の内定状況を把握し、苦戦してい
る学生については個別対応を行った。 

 
成果指標 
・就職した学生のうち、県内の事業所に就職し
た学生の割合(％)（再掲：４） 

項目 R4実績 

全学部平均 48.0 

（参考指標） 
・卒業生の就職率(％) 

学部名 R4実績 
保健福祉学部 99.3 
情報工学部 99.0 

デザイン学部 95.9 

学部計 98.4 

 
２ 

 
２ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 

自己 

評価 

委員会 

評価 
委員会参考意見 

［評価時の観点］  
副専攻「吉備の杜」の教育内容の充実、学

内外への周知は進んでいるものの、成果指標
である県内就職率は48.0%と目標に届かなか
った。 

［22］ 
企業等へのインターンシップに関す

る情報提供及び機会創出と併せて、学
生のキャリア形成を支援する科目を充
実させることで学生の主体的な職業選 
択を促し、職業意識を醸成させる。 

 
成果指標 
・長期インターンシップ参加者数(人) 
(再掲：11) 

項目 
現状(H30
年度) 

目標 

参加者数 55 55 

 
（参考指標） 
・インターンシップ実施状況(参加延学
生数等) 

・キャリア形成を支援する科目の履修登
録者数 

・各種就職ガイダンスの実施状況 

［22］ 
 企業からのインターンシップの案内
について、従来の掲示等の他、授業等
の機会も使い積極的に情報提供を行
う。また、エンジニアリング演習、地
域インターンシップ等の授業科目を学
生へ浸透させるよう努める。 
岡山県立大学協力会を中心とする県内
企業にインターンシップ受入れの働き
かけを行う。 

 
成果指標 
・長期インターンシップ参加者数(人) 
(再掲：11) 

項目 R4目標 

参加者数 55 
 

［22］ 
掲示や広報物を通じて県内外のインターン

シップ情報の周知を図るとともに、協力会を
中心とする県内企業にインターンシップの働
きかけを行い、受け入れ先企業・団体の拡充
を図った。 
学生のキャリア形成に活用するためのキャ

リアカルテの周知、利用促進を図った。 
 
成果指標 
・長期インターンシップ参加者数(人) 
(再掲：11) 

項目 R4実績 

参加者数 43 

（内訳）地域インターンシップ：20人 
エンジニアリング演習：23人 
 

（参考指標） 
・インターンシップ実施状況(参加延学生数等) 
  総社市インターンシップ：短期12人 

長期4人 
・キャリア形成を支援する科目の履修登録者数 

社会を生きる力を学ぶ：86名 
・各種就職ガイダンスの実施状況 
  実施件数：18件 参加学生数：約419人 

 

 
３ 

 
３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 

自己 

評価 

委員会 

評価 
委員会参考意見 

［23］ 
卒業生に対して同窓会や各種フォー

ラム等への積極的な参加を呼びかけ、
連携を深めることにより、在学生に対
する助言・指導等の協力を得られるよ
う努める。 

 
（参考指標） 
・県大吉備塾等、卒業生に協力を求める
取組状況 

［23］ 
「県大吉備塾」を開催し、県内外で

活躍する本学卒業生を招き、仕事内容
や業界情報、在学時の取組などの情報
や知識を深め、就職やキャリア形成に
対するモチベーションを向上させる取
組を行う。 
同窓会との連携強化により、イベン

ト等の広報活動を行うことで、卒業生
の積極的な参加を呼びかける体制づく
りを進める。 

［23］ 
県大吉備塾を様々な形式で9回開催し、学生

の就職・キャリア形成に対するモチベーショ
ンの向上を図った。参加した学生からは高い
評価が得られ、講師の卒業生からも事業の有
用性を評価されたが、より効果的な開催方法
について検討を続けることとした。 
学生のキャリア形成支援を強化するため、

就職相談室を拡張し、キャリア・就職相談室
を設置するなど、体制の見直しを図った。 

 
（参考指標） 
・県大吉備塾実施状況 

実施回数：9回 参加学生：224人 

 
３ 

 
３ 
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第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

４ 研究に関する目標を達成するためとるべき措置 

（１）研究の充実に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 

自己 

評価 

委員会 

評価 
委員会参考意見 

［24］ 
学内の競争的研究資金のあり方を見

直し、本学の研究活動における特色・強
みを明確化するとともに、産業の振興や
地域課題の解決の観点も踏まえ、重点的
に取り組むべき研究分野を示し、研究力
向上及び研究活動の活性化を図る。 

 
（参考指標） 
・研究活動の特色や重点研究分野の明確
化に関する推進状況 

・研究活性化の状況 

［24］ 
学内競争的資金制度の変更に対す

る評価を継続するとともに、研究活動
を更に活性化・効率化させるため、学
内競争的資金制度による論文成果数・
外部資金への展開等の成果を可視化
する仕組みを検討する。 

［24］ 
学内競争的資金により研究費の支援を行う

中で、配分制度の分析・評価を継続し、研究
活動を更に活性化・効率化させるため、特に
重点領域研究と若手研究者の活性化を目的と
した支援計画案を策定した。 
県の要望（SDGs、DXを念頭に置いたテーマ）

と本学のシーズとのマッチングを推進するた
めのスタディーミーティングを3件実施した。 
 

 
３ 

 
３ 

 

［25］ 
競争的研究資金及び国・民間等の公募

型研究助成事業への積極的な申請を奨
励するとともに、採択率の向上に努め
る。 

 
 
成果指標 
・公募型研究助成事業の採択数(科学研究
費補助金を除く。)(件) 

項目 
現状(H25－H30.11

月時点の平均) 
目標 

件数 21.5 25 

※「国・省庁の政府系助成金」及び「民
間からの助成金」 

 
 

［25］ 
外部競争的研究資金に関する公募

情報を継続的に提供し、採択数の増加
を図るとともに、科学研究費の申請書
作成勉強会、提出前検討会等の申請支
援活動の検証・強化を行い、新規採択
率の向上に努める。 

 
 
成果指標 
・公募型研究助成事業の採択数(科学研
究費補助金を除く。)(件) 

項目 R4目標 

件数 25 

※「国・省庁の政府系助成金」及び「民
間からの助成金」 

 

［25］ 
外部競争的研究資金の公募情報を周知する

とともに応募を促し、採択数28件と前年の15
件から向上した。 
科学研究費について、外部講師を招いた申

請支援講演会、学内での申請勉強会と提出前
検討会等、外部業者による添削等を行い、採
択率向上に向けた支援を行った。 
 

成果指標 
・公募型研究助成事業の採択数(科学研究費補
助金を除く。)(件) 

項目 R4実績 

件数 28 

※「国・省庁の政府系助成金」及び「民間か
らの助成金」 

 

 
３ 

 
３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 

自己 

評価 

委員会 

評価 
委員会参考意見 

・科学研究費補助金採択率(％) 

項目 
現 状 (H25 －
H30年度平均) 

目標 

採択率 24.9 27 

※第3期中期計画の期間において、経過
年度の平均値で評定 

（関連：第３－２－(1)） 

・科学研究費補助金採択率(％) 

項目 R4目標 

採択率 27.0 

※第3期中期計画の期間において、経
過年度の平均値で評定 

（関連：第３－２－(1)） 

・科学研究費補助金採択率(％) 

項目 R4実績 

採択率 23.4 
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第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

４ 研究に関する目標を達成するためとるべき措置 

（２）多様な研究活動の展開に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 

自己 

評価 

委員会 

評価 
委員会参考意見 

［26］ 
企業・団体等との連携研究により、

産業界の発展に寄与する研究を充実す
る。併せて、共同研究費等の獲得に向
けた取組を行う。 

 
成果指標 
・地域の企業・団体等との共同研究費・
受託研究費・教育研究奨励金の獲得状
況(合計)(件、千円) 

項目 
現状(H24－
H29年度平均) 

目標 

件数 109.5 130 

金額 86,600 100,000 

※件数又は金額を到達基準とする 

［26］ 
アクティブ・ラボ、各種セミナー等

への参加状況及びアンケート結果、共
同研究等の獲得状況の分析から、教員
の共同研究等の獲得を促進するための
施策を引き続き検討し、実施する。 
コロナ禍においても積極的に共同研

究等の成立に向けた活動を展開する。 
 
成果指標 
・地域の企業・団体等との共同研究費・
受託研究費・教育研究奨励金の獲得状
況(合計)(件、千円) 

項目 R4目標 

件数 120 

金額 90,000 

※件数又は金額を到達基準とする 

［26］ 
共同研究獲得に繋げるため、教員のアクテ

ィブ・ラボへの参加を促し、105件（訪問31件、
来学51件、オンライン23件）と前年度比148%
に増加した。共同研究等は件数が108件と前年
度比130%、金額が69,211千円と前年度比154%
と、コロナ禍からの回復傾向が見られた。 

 
成果指標 
・地域の企業・団体等との共同研究費・受託研
究費・教育研究奨励金の獲得状況(合計)(件、
千円) 

項目 R4実績 

件数 108 

金額 69,211 

［評価時の観点］  
アクティブ・ラボによる共同研究獲得の促

進を図ったが、件数・金額ともに目標には届
かなかった。 

 
２ 

 
２ 

 
引き続き、アクティブ・
ラボへの参加を促進し、
共同研究費等の獲得につ
なげてほしい。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 

自己 

評価 

委員会 

評価 
委員会参考意見 

［27］ 
本学の専門分野の特性を生かして、

学部を越えた分野連携による新規性の
高い研究開発を積極的に推進する。 

 
（参考指標） 
・学部を越えた分野連携による研究状況
(件数、参加人数、成果等) 

［27］ 
学内競争的資金制度による学部を越

えた研究分野の連携の有効性の評価検
証を行い、産業振興・地域ニーズを踏
まえた新規性の高い研究推進にフィー
ドバックさせる。 

［27］ 
学内競争的資金制度の分析・評価を継続す

るとともに、研究分野連携の活性化・効率化
への有効性を可視化する仕組みを検討し、特
に重点領域研究と若手研究者の活性化に取り
組んだ。 

 
（参考指標） 
・学部を越えた分野連携による研究状況 
 重点領域研究：7件 

研究課題名 

学士課程教育における看護学の学びの統合

のための教授方法開発 

重度心身障害児（者）における食事支援とし

ての米麹甘酒の有効性 

「雑草型」幼児教育人材の育成を見据えた

地域・国際参加・協働型アクションリサーチ 

コーポラティブ・マシン・インテリジェンス

を用いた自己と他者のウェルビーイングの

研究 

身体性メディアを活用したインタラクショ

ン支援技術 

地域連携を基盤とした健康長寿の実現を鑑

みた包括的介入試験 

機械式パワーアシストシステムを有する車

椅子の快適性の向上と実用化への取り組み 
 

 
３ 

 
３ 
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第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

４ 研究に関する目標を達成するためとるべき措置 

（３）研究成果の還元に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 

自己 

評価 

委員会 

評価 
委員会参考意見 

［28］ 
地域の活性化や産業振興に貢献する

ため、地域ニーズの把握に努め、本学
の専門分野における知的資源の提供を
行うことにより、地域社会が抱える課
題への提言・助言を行うシンクタンク
的役割を果たす。 

 
（参考指標） 
・地域課題への研究成果の還元、政策課
題への提言・助言の実績 

・OPUフォーラム等における県内企業成
果展示件数 

・自治体等からの委員の委嘱件数 
・自治体等への講師派遣件数 

［28］ 
業種説明会、岡山県立大学協力会か

らの寄付講座等により地元企業の魅力
を学生に周知する。また、岡山県立大
学協力会と連携し、交流会・講習会等
を継続して実施する。 

［28］ 
OPUフォーラムを開催し、本学や県内企業・

団体の研究成果を発信するとともに、地域の
企業・団体・市民との交流を促進した。 
岡山県寄附講座「おかやま組込みシステム・

AI講座」を開催、県内企業等から32名の受講
があり、企業の技術開発力向上を図った。 
岡山県立大学協力会の業種説明会、システ

ムエンジニアリング岡山の合同企業説明会、
協力会の寄附講座「技術者と社会」等により、
学生に県内企業や業界の魅力を伝え、県内企
業への定着を促進した。 

 
（参考指標） 
・OPUフォーラムにおける県内企業成果展示 

17件 
・自治体等からの委員の委嘱件数 

岡山県：54件 
市町村：67件(うち県内62件) 
国・独立行政法人：7件 

・自治体等への講師派遣件数 
岡山県：11件 
市町村：19件(うち県内13件) 
国・独立行政法人：3件 

 
３ 

 
３ 
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第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

５ 地域貢献に関する目標を達成するためとるべき措置 

（１）地域連携教育の充実に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 

自己 

評価 

委員会 

評価 
委員会参考意見 

［再掲：４］  
地域に愛着を持ち、その発展に寄与

する意欲・能力を育むため、COC+の一
環として設置した副専攻「岡山創生
学」の成果を継承し、さらなる地域連
携教育の充実・改善を図る。 

 
成果指標 
・就職した学生のうち、県内の事業所に
就職した学生の割合(％)（再掲：4） 

項目 現状(H29年度卒) 目標 

全学部
平均 

51.8 55.0 

 
（参考指標） 
・地域連携教育の実施状況(地域の学外関
係者による講座数を含む。)（再掲：４） 

［再掲：４］  
副専攻「吉備の杜」の岡山創生学課

程と吉備の杜クリエイター課程の相
互で密に連携しながら、副専攻科目の
実施と検証を行い社会連携教育の充
実を行う。また、新型コロナウイルス
の感染拡大等の社会情勢の変化に柔
軟に対応し、円滑に授業を実施すると
ともに、改善を図る。 
地域創生推進士の新規認定要件と

して制度化した準正課活動の拡充に
努める。 

 
成果指標 
・就職した学生のうち、県内の事業所に
就職した学生の割合(％)（再掲：4） 

項目 R4目標 

全学部平均 54.0 
 

［再掲：４］ 
副専攻「吉備の杜」（岡山創生学課程、吉備

の杜クリエイター課程）を、オンラインと対面
を併用しながら、全ての科目を開講し、地域創
生推進士23名、地域創生クリエイター11名を
認定した。 
説明会や広報物により学内外で副専攻の教

育理念の理解の促進、履修者の増加を図り、吉
備の杜クリエイター課程の学外履修者24名を
受け入れた。 

 
 
成果指標 
・就職した学生のうち、県内の事業所に就職した
学生の割合(％) 

項目 R4実績 

全学部平均 48.0 

（参考指標） 
・地域連携教育の実施状況  
・副専攻科目の単位修得者数(人) 

科目名 人数 

社会連携要論 336 

地域創生演習 102 

地域資源論 381 

地域創生実践論 54 

社会を生きる力を学ぶ 66 

地域インターンシップ 19 

地方自治論Q 36 

 
２ 

 
２ 

 
副専攻「吉備の杜」の教
育内容の充実や学内外へ
の周知を進め、県内就職
率の向上につなげてほし
い。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 

自己 

評価 

委員会 

評価 
委員会参考意見 

エンジニアリング演習 23 

地域デザイン演習 5 

フードビジネス学 29 

チームガバナビリティ演習 22 

地域保健福祉演習 8 

未来型プロジェクト<食> 11 

組込みシステム 90 

技術者と社会 51 

セキュリティ総論 69 

知的制御システム 45 

未来型プロジェクト<ICT> 3 

森林生態学・地盤工学 12 

森林・木材学演習 18 

木構造学・木構造デザイン 14 

環境デザイン演習 11 

未来型プロジェクト<森と木> 3 

［評価時の観点］  
副専攻「吉備の杜」の教育内容の充実、学内

外への周知は進んでいるものの、成果指標で
ある県内就職率は目標に届かなかった。 

［29］ 
SDGs（持続可能な開発目標）の理念

を意識した地域連携教育に取り組み、
理念の普及と社会貢献活動を推進す
る。 

 
（参考指標） 
・地域住民等を対象とした各種講演・講
座等の開催状況(趣旨・回数・参加者数) 

［29］ 
副専攻「吉備の杜」や大学コンソー

シアム岡山と連携し、県内自治体や企
業等とともに地域連携教育や人材育
成に取り組むなど、SDGsの理念に資す
る新たな取組を推進する。また、コロ
ナ禍において採用した開催枠組みや
開催予定を利活用し、新たなニーズの
掘り起こしに努める。 

［29］ 
副専攻「岡山創生学課程」「吉備の杜クリエ

イター課程」「吉備の杜プロデューサー課程」
を実施し、地域連携教育を充実させるととも
に、インターンシップから地域連携事業に繋
がるなど、教育による連携から事業に発展す
る成果があった。 
大学コンソーシアム岡山主催の「日ようび

子ども大学」に出展し、学生を中心に研究シー
ズを活かした社会貢献に取り組んだ。 
コロナ禍で定着したオンラインを活用し、

遠方との連携の効率化がなされた。 

 
３ 

 
３ 
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第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

５ 地域貢献に関する目標を達成するためとるべき措置 

（２）地域貢献活動の充実に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 

自己 

評価 

委員会 

評価 
委員会参考意見 

［30］ 
本学の教育研究資源を生かして地域

の課題解決に取り組むため、地域との
連携による協働事業を推進するととも
に、各種講演・講座やワークショップ
等のプログラムの充実を図る。 

 
（参考指標） 
・地域住民等を対象とした各種講演・講
座等の開催状況(趣旨・回数・参加者数)
（再掲：29） 

［30］ 
地域住民等を対象とした地方創生に

資する各種講演・講座等を引き続き実
施するとともに、地方創生SDGs（持続
可能なまちづくりや地域活性化）に資
する地域連携活動を推進する。 

［30］ 
健康、運動、食育、まちづくりなど16件の

地域連携事業を実施し、自治体や関係団体と
の協働で地域の活性化に取り組んだ。 
「県大・そうじゃ子育てカレッジ」は、6回

の協働授業、2回の保育講座、1回の音楽会を
実施、延べ487組の親子が参加し、学生も参加
する親子交流の場として、教育の充実を図り
つつ地域の子育てを支援した。 
離島や中山間地域活性化に資する事業に関

する相談が増え、新規連携事業が増加した。
岡山県と連携した「地域に飛び出せ大学生！
おかやま元気！集落研究・交流事業」を2地域
で実施した。 

 
３ 

 
３ 
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第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

６ グローバル化に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 

自己 

評価 

委員会 

評価 
委員会参考意見 

［31］ 
国際交流の内容を精査し、今後に

向けた国際交流協定校等との交流の
あり方について検討を進め、必要に
応じて見直すなどにより、国際交流
協定校等との教育研究における交流
の充実を図る。 

 
（参考指標） 
・国際交流協定締結校との交流実績
(教育・研究) 

・(上記実績を踏まえた)国際交流協定
校等との交流内容の充実に向けた検
討・見直し状況 

［31］ 
各学部・研究科におけるグローバル

活動を教育・研究の双方から推進する
ための支援体制を整備し、グローバル
活動の着実な取組を継続支援する。 

［31］ 
コロナ禍で開始したオンラインでのグローバ

ルプログラムを継続しつつ、訪問や受入による
対面のプログラムも再開した。 
海外の大学との交流協定方針の策定とコーデ

ィネーターの配置、留学相談窓口の設置及び面
談シートの作成等、今後の交流発展や留学支援
に向けた体制整備を進めた。 
 

（参考指標） 
・国際交流協定締結校等との交流実績 

韓国 又松大学 
国際学術交流会開催（オンライン） 

マレーシア マラッカ技術大学 
海外インターンシップ開講（マレーシア） 

ドイツ ハノーバー応用科学芸術大学 
国際ワークショップ開催（日本） 

国立台南芸術大学 
交流展示会開催（台湾・日本） 

 

 
３ 

 
３ 

 

［32］ 
グローバル化に対応したコミュニ

ケーション能力を向上させるため、
英語による講義・演習の充実等、主
に実践的な英語力の修得を目指す教
育を推進する。 

 
成果指標 
・TOEIC平均点の1年次から2年次への
伸び幅(点) 

［32］ 
 令和3年度から導入した1年生対象
のAdvanced classの評価を行い、より
効果的に運用する。また、e-learning
教材および本学オリジナル教材の評
価と見直しを行う。 

 
成果指標 
・TOEIC平均点の1年次から2年次への伸
び幅(点) 

［32］ 
教材の見直しやAdvanced classの運用等によ

る英語教育の充実を図り、令和 3 年度入学生の
TOEIC L&R IPテスト平均点は入学時から 2年次
で 35.30 点上昇、その中の入学時 550 点以上取
得者の平均点は 12.69点の上昇となった。 
対面授業への移行によりAdvanced classに対

する学生の満足度も改善し、1年次から 2年次に
継続して受講を希望する学生が 91％と、前年度
の 45％から大幅に増加した。 

 
４ 

 
４ 

 
教材の見直しやAdvanced 
classの運用等による英語
教育の充実を図り、学生の
英語力、満足度ともに向上
しており、評価できる。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 

自己 

評価 

委員会 

評価 
委員会参考意見 

項目 
現状(H28入学生
の1年次→2年次) 

目標 

伸び幅 0.42 5.0 

※第3期中期計画の期間において経
過年度の平均値で評定 

(2年目以降にTOEIC上位得点者数等
に関する指標を設定) 
 

（参考指標） 
・英語による講義・演習の実施状況 

項目 R4目標 

伸び幅 4.0 

・TOEIC 550点以上取得学生の1年次から
2年次への伸び幅(点)  

項目 R4目標 

伸び幅 1.0 
 

 
成果指標 
・TOEIC平均点の1年次から2年次への伸び幅(点) 

項目 R4実績 

伸び幅 35.30 

・TOEIC 550点以上取得学生の1年次から2年次への
伸び幅(点)  

項目 R4実績 

伸び幅 12.69 

 
［評価時の観点］ 

TOEIC L&R IPテスト平均点の1年次から2年次
への伸び幅が、全体、上位得点者ともに目標を
達成し、Advanced classの内容、学生の満足度
も向上している。 
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第３ 業務運営の改善及び効率化等に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

（１）機動的かつ効率的な運営体制の構築に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 

自己 

評価 

委員会 

評価 
委員会参考意見 

［33］ 
法人運営に関する共有意識を高めることによ

り、教職員のより一層の運営への参加を促すと
ともに、理事長(学長)のリーダーシップの下、
内部統制システムの整備・強化により、業務の
適正な執行を行う。 

（参考指標） 
・法人運営に関する情報等の公表(及び共有意識
の向上に寄与する取組の実施)状況 

［33］ 
理事長（学長）のリーダーシップ

の下、教職一体となった執行部に
よる大学運営を引き続き推進して
いく。また、内部統制システムの維
持強化のため、各業務におけるリ
スクの識別及び分析を行う。 

［33］ 
内部統制システム運用の一環として、

事務局物品購入業務、附属図書館資産管
理業務に関してリスクの洗い出しを行
い、モニタリング（内部監査）を実施し、
良好な執行体制が確認できた。 

 
３ 

 
３ 

 

［34］ 
全学の運営組織体制を経営的な視点を持って不

断に検証し、見直すことにより効率的かつ効果的
に大学を運営する。 

（参考指標） 
・運営組織体制の見直し状況 

［34］ 
組織体制等の見直しに伴う人件

費等、収支に大きな影響を及ぼす
案件については、経営的視点で検
証し見直す。 

［34］ 
令和 4年度補正予算、令和 5年度当初

予算の状況を踏まえ、第 3期中期計画期
間における収支見通しを随時更新し、持
続可能で安定的な財政運営が行えるよ
う財務状況の検証を行った。 

 
３ 

 
３ 

 

［35］ 
教職相互が大学運営上の目標や課題を共有

し、教員と職員との協働性の向上を図りながら、
課題解決のための教職協働の仕組みづくりと運
用を進める。 

 
（参考指標） 
・学内外の研修への参加状況 

［35］ 
 事務局職員として必要な基礎や
専門的知識の習得のため、県や公
大協が実施する研修への参加を促
すとともに、その他学内で受講で
きる有益な研修の機会を提供する
ことで、職員の能力及び資質の向
上を図る。また、学内で実施するSD
研修等への積極的な参加を促し、
教職協働への意識の向上を図る。 

［35］ 
学内研修については、内容や場面に応

じて適切な実施形式を選択しながら、4
回実施した（延べ 305人受講）。また、
岡山県主催のプレステージ研修及び公
大協主催研修に延べ 40人が受講した。 
 

（参考指標） 
・学内外の研修への参加状況 
学内研修 
新規教員・事務職員研修：18人 
ハラスメント全体研修：189人 

 
３ 

 
３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 

自己 

評価 

委員会 

評価 
委員会参考意見 

ハラスメント相談員向け研修：10人 
接遇・クレーム対応研修会：88人 

岡山県自治研修：11人 
公大協研修：28人 
NPO法人学生文化創造研究会：1人 

［36］ 
法人職員に求められる能力開発のため、人材

育成方針を策定するとともに、専門性・企画立
案能力等の向上を目指した個人の業務に関する
目標管理・評価手法の見直しを行う。 

  また、法人の将来を担う優秀な人材確保のた
め、他大学等での実務経験や専門的な資格を有
する者の採用など、長期的な運営体制の構築を
念頭に置いた計画的な職員採用に取り組む。 

 
（参考指標） 
・法人職員の人材育成方針の作成と推進状況 

［36］ 
 法人職員の人材育成方針を踏ま
え、岡山県立大学職員研修計画に
基づく研修を実施する。また、事務
局職員が積極的に大学運営に参画
できるように、人件費抑制の観点
も踏まえながら、各センターや事
務局の組織体制の見直しを検討す
る。 

［36］ 
人材育成方針や研修計画に基づく研

修を実施するとともに、人事評価実施要
綱等を活用した人事評価により、優秀な
職員の育成と業務の効率化に向けた取
組を進めた。 

 
３ 

 
３ 

 

［37］ 
学内の情報伝達や情報共有を、ICT環境を活用

して機動的かつ効率的に行うことにより、意思
決定や業務改善の迅速化を図る。 

 
（参考指標） 
・ICT環境の整備・活用状況(情報セキュリティ対
策の整備状況を含む。) 

［37］ 
 学内ネットワークシステム更新
を行い、各システムの運用実態を
見極めたうえで、情報発信・共有に
ついてのルールの見直しについて
検討する。 

［37］ 
情報発信・共有ルールの見直しの前提

となる学内ネットワークの更新につい
て、分割導入・更新を進め、一部の更新
を完了することができたが、入札不調、
納期延長により未更新、更新作業中のも
のも残存しており、全体としては部分的
な更新完了にとどまった。 

［評価時の観点］  
学内ネットワークシステムの更新を

進めたものの、完了は次年度へ持ち越し
となり、更新後のネットワークを前提と
した情報発信・共有ルールの見直しには
至っていない。 

 
２ 

 
２ 

 
学内ネットワークシステ
ムの更新を早期に完了さ
せ、情報発信・共有ルー
ルの見直しにも取り組ん
でほしい。 
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第３ 業務運営の改善及び効率化等に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

（２）地域に開かれた大学づくりの推進に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 

自己 

評価 

委員会 

評価 
委員会参考意見 

［38］  
市町村や県内企業等との連携を深め

るとともに、設立団体である県との間
で、地域課題の共有及び大学の発展と課
題解決に向けた連携方策や県の重点施
策に対応した大学の活用方策等を協議・
調整する連絡協議会の設置等、法人の業
務運営と県行政との連携を確保する。 

（参考指標） 
・COC+の活動状況  
・県との連携状況及び課題共有・検討体制
の構築状況 

［38］  
「吉備の杜」創造戦略プロジェ

クトを中心に、大学コンソーシア
ム岡山、市町村及び企業等との連
携、課題解決等に引き続き取り組
むとともに、県施策推進連絡会議
を活用する等、県と本学の連携、課
題共有を推進する。 

［38］ 
副専攻「吉備の杜」を開講し、クリエイター課

程及びプロデューサー課程で、他大学 23名、社
会人 83名を含む 409名が履修し、教育を通じた
学外との連携を推進した。 
県施策推進連絡会議で教員のシーズを説明

し、共同研究等に向けた取組を促した。 
県の要望（SDGsを念頭に置いたテーマ）と本学

のシーズとのマッチングを推進するためのスタ
ディーミーティングを 3件実施した。 
地元市と連携した親子で学ぶプログラミング

教室など、地域住民を対象とした取組を行った。 

 
３ 

 
３ 

 

［39］ 
UI(ユニバーシティ・アイデンティティ)

戦略本部を設置し、本学の特色を生かし
た活動方針等を示したUI戦略を策定・推
進することによりブランド力向上を図
り、地(知)の拠点として地域に開かれた
大学づくりを積極的に進める。 

（参考指標） 
・UI戦略の策定・推進状況 

［39］ 
今後の大学づくりのための有効

な方策について検討を進めるとと
もに、開学30周年に向けた具体的
な取組を推進する。 

［39］ 
UI戦略室を設置し、本学の現状の整理を行う

とともに、各種コンテンツの検討の中から本学
のUIの要素を積み上げつつ確立していく方針と
した。 
PR動画、キャンパスソング、オリジナルクッキ

ー等、開学30周年に向けたコンテンツ、グッズの
制作を進めた。 

 
３ 
 

 
３ 

 

［40］ 
雇用形態の多様化など社会変化に対

応するため、社会人の学び直しのための
リカレント教育を推進し、内容の充実を
図る。 

［40］ 
 社会のニーズを調査し、副専攻
「吉備の杜」でのリカレント教育
を継続するとともに、それ以外の
授業科目によるリカレント教育プ
ログラムの提供を検討する。 

［40］ 
副専攻「吉備の杜」の学外履修者を積極的に募

集し、県内18の自治体・企業から83名（延べ121
名）の学外履修者があった。 
令和5年度から研究科での開講科目を9科目か

ら16科目に増強する等、リカレント教育の充実
を進めた。 

 
３ 

 
３ 
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第３ 業務運営の改善及び効率化等に関する目標を達成するためとるべき措置 

２ 財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき措置 

（１）自己収入の増加に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 

自己 

評価 

委員会 

評価 
委員会参考意見 

［再掲：26］ 
企業・団体等との連携研究により、

産業界の発展に寄与する研究交流を充
実するため、共同研究費等の獲得に向
けた支援を行う。 

 
成果指標 
・地域の企業・団体等との共同研究費・
受託研究費・教育研究奨励金の獲得状
況(合計)(千円) 

項目 
現状(H24－H29

年度平均) 
目標 

金額 86,600 100,000 

※金額を到達基準とする 

［再掲：26］ 
アクティブ・ラボ、各種セミナー等

への参加状況及びアンケート結果、共
同研究等の獲得状況の分析から、教員
の共同研究等の獲得を促進するための
施策を引き続き検討し、実施する。 
コロナ禍においても積極的に共同研

究等の成立に向けた活動を展開する。 
 
成果指標 
・地域の企業・団体等との共同研究費・
受託研究費・教育研究奨励金の獲得状
況(合計)(千円) 

項目 R4目標 

金額 90,000 

※金額を到達基準とする 

［再掲：26］ 
共同研究獲得に繋げるため、教員のアクテ

ィブ・ラボへの参加を促し、105件（訪問31件、
来学51件、オンライン23件）と前年度比148%
に増加した。共同研究等は件数が108件と前年
度比130%、金額が69,211千円と前年度比154%
と、コロナ禍からの回復傾向が見られた。 

成果指標 
・地域の企業・団体等との共同研究費・受託研究
費・教育研究奨励金の獲得状況(合計)(千円) 

項目 R4実績 

金額 69,211 

［評価時の観点］  
アクティブ・ラボによる共同研究の促進を

図ったが、獲得金額が目標には届かなかった。 

 
２ 

 
２ 

 
引き続き、アクティブ・ラ
ボへの参加を促進し、共同
研究費等の獲得につなげ
てほしい。 

［41］ 
円滑かつ発展的な大学運営のため

に、外部研究資金等により自己収入増
を図る。 

成果指標 
・科学研究費補助金獲得額(千円) 

項目 
現状(H24－H29

年度平均) 
目標 

金額 84,111 85,000 

※第3期中期計画の期間において、経
過年度の平均値で評定 

［41］ 
 科学研究費の申請書作成勉強会、提
出前検討会等の申請支援活動の検証・
強化を行い、獲得額の増加を図る。 

成果指標 
・科学研究費補助金獲得額(千円) 

項目 R4目標 

金額 83,000 

※第3期中期計画の期間において、経
過年度の平均値で評定 

［41］ 
科学研究費について、外部講師を招いた申

請支援講演会、学内での申請勉強会と提出前
検討会等、外部業者による添削等を行い、採
択率向上に向けた支援を行った。（採択率
23.4％、64件） 

成果指標 
・科学研究費補助金獲得額(千円) 

項目 R4実績 

金額 79,118 

 
２ 

 
２ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 

自己 

評価 

委員会 

評価 
委員会参考意見 

［評価時の観点］  
科学研究費獲得に向けた支援を行ったが、

採択率は前年並み、獲得額は79,118千円と低
調であった。 
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第３ 業務運営の改善及び効率化等に関する目標を達成するためとるべき措置 

２ 財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき措置 

（２）運営経費の見直しに関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 

自己 

評価 

委員会 

評価 
委員会参考意見 

［42］ 
各種事業について、費用対効果を踏

まえ、縮小・廃止を含めた事業見直し
を実施するとともに、重点及び新規事
業についても、実施後の効果検証を行
い、効果的・効率的な実施に努める。 
 

（参考指標） 
・事業の見直し状況(運営体制の改善等
を含む。)及び重点・新規事業の効果検
証の状況 

［42］ 
各種事業について、必要性、実績、費

用対効果等の検証を行い、縮小・廃止
を含めた事業見直しを行う。 

［42］ 
令和 5年度当初予算編成にあたって、固定

的経費等を除き要求上限枠（90％）を設けた。
その上で、効果や効率性を踏まえ、選択と集
中による歳出の重点化を推進することにより
教育研究等の質の向上や地域貢献の充実を図
った。 

 
３ 

 
３ 
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第３ 業務運営の改善及び効率化等に関する目標を達成するためとるべき措置 
３ 自己点検及び評価に関する目標を達成するためとるべき措置 
（１）評価の充実に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員会 
評価 委員会参考意見 

［43］ 
教育研究の質の充実を図るとともに、

教育研究活動の透明性を高めるため、大
学機関別認証評価を見据えた教育研究
に関する内部質保証体制を確立し、適切
かつ効率的な自己点検・評価を行う。 
 

（参考指標） 
・大学機関別認証評価に係る自己評価書
の作成・公表 

［43］ 
アセスメントプランに基づき令和3

年度のデータ分析・公表、改善策の立
案を進めるとともに、認証評価に向け
た自己評価書の作成を行う。 

［43］ 
アセスメントプランに従って、教学IRデー

タについて自己点検・評価を実施、発見され
た課題の改善案を作成し、関係部局に通達す
る内部質保証体制を確立した。これらを実際
の分析結果とそれに基づく具体的な改善策
とともに、令和5年度に受審予定の大学機関
別認証評価の点検評価ポートフォリオに反
映させた。 

 
３ 

 
３ 

 
 

［44］ 
現行及び平成33(2021)年度以降のデ

ィプロマ・ポリシー(卒業認定・学位授
与の方針)、カリキュラム・ポリシー(教
育課程の編成・実施の方針))及びアドミ
ッション・ポリシー(入学者受入れの方
針)の実施状況に関する指標に対応する
組織的な教育の自己点検・評価を着実に
実施するため、IR(インスティテューシ
ョナル・リサーチ)活動の充実を図る。 

［44］ 
アセスメントプランに従った3ポリ

シーの達成度評価を行い、IRデータを
分析して改善に結び付けるとともに、
分析結果の公表を進める。 
オンライン授業の学修成果の向上

に向けて、課題を抽出するアンケート
の実施と分析を継続する。 

［44］ 
内部質保証推進体制の確立により、IR分析

による3ポリシーの検証が可能となり、調査
方法や評価方法、カリキュラム等の改善を進
めることができた。また、これらの実績を教
育年報2022へ反映させた。 

 
３ 

 
３ 

 

［45］ 
教員の教育・研究・社会貢献・管理運

営の各業務に対する意欲・資質向上のた
め、教員の個人評価の運用に当たって
は、評価後の効果を見極めながら、より
効果的な評価制度となるよう指標等の
不断の見直しを行う。 

（参考指標） 
・教員評価の結果公表 

［45］ 
 教員の個人評価制度について、改善
に向けた具体的な検討を進め、早期の
運用を目指す。 

［45］ 
教員個人評価について、教員からの意見集

約や改善方針を踏まえ、学部学科や専門分
野、職名等の実情に沿った評価点等の変更、
評価者等の意思疎通に向けた面談を行うな
ど、評価制度の見直しを行った。 

［評価時の観点］  
これまで進めてきた評価方法見直しの方

針等を踏まえ、より実情に沿った評価手法へ
と改善することができた。 

 
４ 

 
４ 

 
教員の意欲や資質向上の
ため、より実情に沿った評
価方法へ見直しを行って
おり、評価できる。 
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第３ 業務運営の改善及び効率化等に関する目標を達成するためとるべき措置 

３ 自己点検及び評価に関する目標を達成するためとるべき措置 

（２）情報公開の推進に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 

自己 

評価 

委員会 

評価 
委員会参考意見 

［46］ 
教育研究活動や業務運営全般に係る学

内審議会・委員会の審議結果に加え、審
議過程の情報を積極的に公開する。 

［46］ 
令和4年度の役員会、教育研究審議会、

経営審議会、各委員会等に係る議事録を
審議過程の情報も含め公表する。 

［46］ 
教育研究審議会については11回分、役

員会については3回分及び経営審議会に
ついては4回分を、審議過程の情報も含め
公表した。 

 
３ 

 
３ 

 

［47］ 
地(知)の拠点として地域社会に開かれ

た大学づくりのため策定するUI戦略に基
づき、広報体制を強化するとともに、県
のみならず各種広報媒体への掲載協力を
得るなど、各種広報ツールを活用し、本
学の魅力について、より一層周知を図る。 

［47］ 
 リニューアルした大学ウェブサイト
を中心に、各種広報ツールを連動させ、
様々なステークホルダーを意識した戦
略的な広報活動を推進する。また、デジ
タルツールによる広報のさらなる強化
に取り組む。 

［47］ 
大学ウェブサイトをリニューアルする

とともに、各学部学科の情報発信を促進
し、ニュースの件数が300件程度と前年度
の150件程度から大幅に増加した。 
開学30周年に向けたPR動画や記念誌の

制作等、周年事業を機に広くPRを行うた
めの準備を進めた。 

 
３ 

 
３ 
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第３ 業務運営の改善及び効率化等に関する目標を達成するためとるべき措置 

４ その他業務運営に関する目標を達成するためとるべき措置 

（１）施設及び設備の適切な維持管理に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 

自己 

評価 

委員会 

評価 
委員会参考意見 

［48］ 
施設の老朽化等の安全管理に関する課

題解決のため、必要な改修・修繕を実施
するとともに、学生のみならず教職員が
安心して学び働ける快適な環境を確保す
るため、教室・執務室をはじめ、空調や
衛生設備の充実、運用時間等の見直しを
図る。 

［48］ 
平成30年度に定めた中期修繕計画（令

和元年度～令和9年度）に基づき、設備改
修(高圧受変電設備、給排水・排水処理施
設、外壁タイル等点検補修等)を実施する
とともに適宜、計画の見直しを行う。 

［48］ 
中期修繕計画に基づき、高圧受変電設

備等 3 件の設備改修を行った。 
また、岡山県と調整を行い、令和 5 年

度の大規模修繕の補助金 5 件が内定し
た。 

 
３ 

 
３ 
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第３ 業務運営の改善及び効率化等に関する目標を達成するためとるべき措置 

４ その他業務運営に関する目標を達成するためとるべき措置 

（２）安全・安心な教育研究環境の確保に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 

自己 

評価 

委員会 

評価 
委員会参考意見 

［49］ 
学内全体での危機管理・安全衛生の

強化並びに人権擁護及び法令遵守の
意識の共有を図り、研究者倫理遵守や
各種ハラスメントなどの人権侵害防
止等に努めるとともに、不測の事態に
適切に対応できるよう責任体制の明
確化と想定訓練の実施などに組織的
に取り組む。 
 

成果指標 
・危機管理対応マニュアルの作成・試行
運用の状況 

［49］ 
危機管理ガイドラインに沿った危

機管理対応マニュアルを作成し、試
行する。 
 

成果指標 
・危機管理対応マニュアルの作成・試
行運用の状況 

［49］ 
教職員や学生の安全強化のため、全学的に取

り組み、「新型コロナウイルス感染症対応マニュ
アル」の活用等を行った。各学部において授業や
実験時に活用する安全の手引きを作成した。 

 
成果指標 
・危機管理対応マニュアルの作成・試行運用の状況 

新型コロナウイルス感染症対応マニュアルの
周知、活用、改正 
各学部安全の手引きの完成  

 
３ 

 
３ 

 

［50］ 
災害や事故等に適切かつ迅速に対

応することができるよう、学生や教職
員に対する教育や研修・訓練を推進す
るとともに、安全管理及び災害等を想
定した防災体制の充実を図る。 

 
成果指標 
・災害対応マニュアルの作成並びに学生
及び教職員への周知 

 
（参考指標） 
・防災に関する研修・訓練の実施状況 

［50］ 
 危機管理ガイドラインに沿った災
害対応マニュアルを作成し、学生や
教職員への周知を図るとともに見直
しを行う。 

 
成果指標 
・災害対応マニュアルの作成 

［50］ 
災害や事故等に的確に対応できるよう、学生、

教職員等参加の防火・防災訓練を継続して実施
した。 

 
成果指標 
・災害対応マニュアルの作成 

自然災害(地震、風水害、火災)対応マニュア
ル素案の成案化 

（参考指標） 
・防災に関する研修・訓練の実施状況 

大地震及びその後の火災を想定した防火・防
災訓練：1回 

 
３ 

 
３ 
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第４ 予算、収支計画及び資金計画 

１ 予算 

                                       （単位：百万円） 

区      分 予算額 決算額 
差 額 

(決算－予算) 

 

  収入 

    運営費交付金 

  補助金 

  自己収入 

   授業料及び入学金検定料収入 

      雑収入 

  受託研究等収入及び寄附金収入 

  目的積立金取崩 

 

              計 

 

 

 

２，０９７  

１７９  

１，０５０  

１，０１７  

３３  

１０２  

１２９  

 

３，５５７  

 

 

２，１５８  

１９８  

１，０４２  

１，００１  

４１  

８３  

- 

 

３，４８１  

 

 

 

６１  

１９  

△８  

△１６  

８  

△１９  

△１２９  

 

△７６  

 

 支出 

  教育研究経費 

  人件費 

  一般管理費 

  受託研究等経費及び寄附金事業費等 

施設費 

 

       計 

 

 

 

８１１  

２，２３２  

３５４  

１０２  

５８  

 

３，５５７  

 

 

７６１  

２，１２５  

３５７  

７６  

５８  

 

３，３７７  

 

 

△５０  

△１０７  

３  

△２６  

０  

 

△１８０  

 

 

 

 

 

２ 収支計画 

                                     （単位:百万円） 

区      分 予算額 決算額 
差 額 

（決算－予算）  

費用の部 
 経常費用 

  業務費 

   教育研究経費 
   受託研究等経費 

   役員人件費 

   教員人件費 
   職員人件費 

  一般管理費 

財務費用 
  雑損 

  減価償却費 
  

収入の部 
 経常収益 

  運営費交付金収益 

  授業料収益 
  入学金収益 

  検定料収益 

    受託研究等収益 
  補助金収益 

  財務収益 

  雑益 
    資産見返負債戻入 

   資産見返運営費交付金等戻入 

   資産見返寄附金戻入 
資産見返補助金戻入  

   資産見返物品受贈額戻入 
  

経常利益 
 
臨時損失 

臨時利益 
 

純利益 
   
目的積立金取崩額 
 
総利益 

３，６２２  
３，６２２  

３，２２３  

８２６  
７５  

３１  

１，７６７  
５２４  

３２２  

－  
－  

７７  
 

３，４９３  
３，４９３  

２，０５５  

９４５  
１０７  

５１  

１０３  
１２３  

－  

３３  
７６  

４７  

１２  
１  

１６  
 

△１２９  
 

－  

－  
 

△１２９  
 

１２９  
 

－  

３，５１９  
３，５１９  

３，０７３  

８０１  
４３  

３１  

１，６８６  
５１２  

３５３  

０  
５  

８８  
 

３，５９４  
３，５９４  

２，１４０  

９２９  
１０８  

４９  

８２  
１６５  

０  

３８  
８３  

４７  

１４  
１  

２１  
 

７５  
 

０  

０  
 

７５  
 

－  
 

７５  

△１０３  
△１０３  

△１５０  

△２５  
△３２  

０  

△８１  
△１２  

３１  

０  
５  

１１  
 

１０１  
１０１  

８５  

△１６  
１  

△２  

△２１  
４２  

０  

５  
７  

０  

２  
０  

５  
 

２０４  
 

０  

０  
 

２０４  
 

△１２９  
 

７５  

注)費用の部「寄附金経費」は、教育研究経費の決算額に含めて計上しています。 
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３ 資金計画 

                                         （単位:百万円） 

区      分 予算額 決算額 
差 額 

(決算－予算） 

 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 翌年度への繰越金 

 

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  授業料及び入学金検定料による収入 

  受託研究等収入 

  補助金収入 

    その他の収入 

 投資活動による収入 

 財務活動による収入 

 前年度からの繰越金 

 

 

４，４８１  

３，３５８  

１９８  

１  

９２４  

 

４，４８１  

３，３７１  

２，０９７  

１，０１７  

１０３  

１２１  

３３  

５８  

－  

１ ,０５２  

 

 

４ ,４６４  

３ ,３３７  

８７  

１  

１ ,０３９  

 

４ ,４６４  

３ ,３９５  

２ ,１５８  

９９３  

７０  

１４６  

２８  

１３  

－  

１ ,０５６  

 

△１７  

△２１  

△１１１  

０  

１１５  

 

△１７  

２４  

６１  

△２４  

△３３  

２５  

△５  

△４５  

－  

４  
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第５ 短期借入金の限度額 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員会 
評価 

委員会参考意見 

短期借入金の限度額 
 

限度額  ３億円 

短期借入金の限度額 
 

限度額  ３億円 
 

該当なし ― ―  

 

 

第６ 剰余金の使途 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員会 
評価 

委員会参考意見 

決算において剰余金が発生した場
合は、教育研究の質の向上及び組織運
営の改善に充てる。 

決算において剰余金が発生した場
合は、教育研究の質の向上及び組織運
営の改善に充てる。 
 

令和３年度決算剰余金39,095千円を教育研
究の向上及び組織運営の改善積立基金に積み
立てた。 

― ―  

 

 

第７ 重要な財産の譲渡等に関する計画 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員会
評価 

委員会参考意見 

な し な し 
 

な し ― ―  
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第８ その他規則で定める事項 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員会 
評価 

委員会参
考意見 

1 施設及び設備に関する計画 

個別施設計画に基づき、第3期中期計画期間中に行う。 

 

 

2 中期目標の期間を超える債務負担 

〇学内ネットワークシステム更新事業 

 ・事業総額：382百万円 

 ・事業期間：令和 2年度～令和 8年度（7年間） 

                                   （単位：百万円） 

年度 R2 R3 R4 R5 R6 

中期目

標期間

小計 

次期以降

事 業 費 

総事

業費 

債務 

負担額 
0 38 76 76 76 267 115 382 

（注）金額の端数処理は、年度毎に四捨五入を行っている

ため、中期目標期間小計と一致しない。 

 

3 地方独立行政法人法第40条第4項の規定により業務の財

源に充てることができる積立金の使途 

教育研究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。 

 

4 その他法人の業務運営に関し必要な事項 

なし 

1 施設及び設備に関する計画 

個別施設計画に基づき、第3期中期計画期間中に行う。 

 

 

2 中期目標の期間を超える債務負担 

〇学内ネットワークシステム更新事業 

 ・事業総額：382百万円 

 ・事業期間：令和 2年度～令和 8年度（7年間） 

                                   （単位：百万円） 

年度 R2 R3 R4 R5 R6 

中期目

標期間

小計 

次期以降

事 業 費 

総事

業費 

債務 

負担額 
0 38 76 76 76 267 115 382 

（注）金額の端数処理は、年度毎に四捨五入を行っている

ため、中期目標期間小計と一致しない。 

 

3 地方独立行政法人法第40条第4項の規定により業務の財

源に充てることができる積立金の使途 

教育研究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。 

 

4 その他法人の業務運営に関し必要な事項 

なし 

1 大規模修繕を3件実施した。 

・高圧受変電設備 

・給排水・排水処理施設 

・外壁タイル等点検補修 

 

2 学内ネットワークシステム

更新事業 

（単位：百万円） 

年度 R2 R3 R4 

支出額 0 1 44 

 

 

 

 

 

 

3 該当なし 

 

 

 

4 該当なし 

― ―  

 

（注 記） 

法人自己評価欄の評点が ２点又は４点 の場合、「実績状況欄」にその評価の考え方を「評価時の観点」として記載している。 

［評価時の観点］ 

例 ○○での○○の○○等により、○○○○○の合格率100％が達成できた。 
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４　令和４年度の事業年度評価に係る項目別評価結果表

中期計画 (B～E) 評　点 大項目 (J～M) 評　点 大項目

項　　　　目 項目数 項目数計 総得点 平均値 別評点 項目数計 総得点 平均値 別評価
(B～E計) (G)/(F) (J～M)計 (O)/(N)

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L) (M) (N) (O) (P) (Q)

(2)地域貢献活動の充実 1  1 

8 2.7 

５地域貢献 3 8 2.7 

5 2.5 2  1 

3 1 

2.5 

 

(1)地域連携教育の充実 2  1 1  5 

3 3.0 

４研究 5 14 2.8  4 1 

(1)研究の充実 2 6 3.0  2 

4 1

2 6  9 

  

4 

2 

3 

28 3.1 

13 3.3 1   

7 3.5 

２学生の確保

６グローバル化 2 1 1  

1 

1 

 

 

３学生の支援 9 

(1)学習支援の充実 4 

(2)生活支援の充実 2 

1 

(3)就職支援の充実 3 

(2)多様な研究活動の展開 2 

2 

(3)研究成果の還元 1 

3.3 

(1)教育内容の充実 8 24 3.0 2 

(2)教育方法の改善 3 10 1 2   3 

2 4 2 8 24

第２ 大学の教育研究等の質の向上 33 100 3.0 ④

4 2 

④

１教育 11 34 3.1 

8 

6 22 5  33 

3 6 2 

公立大学法人岡山県立大学自己評価 岡山県地方独立行政法人評価委員会評価

最小項目別評価の評点内訳 最小項目別評価の評点内訳

４点 ３点 ２点 １点 ４点 ３点 ２点 １点

3.0 9 3 

3.5 

 3 

2 7 

 3 

1 

 1 3 3.0 

 11 

2 

 2 1  3 

5 

 2  

1   1 

 

6 22 5 33 100 3.0

3 6 2 11 34 3.1

3.0

1 2 3 10 3.3

3 3 9 3.0

2 6 1 9 28 3.1

1 3 4 13 3.3

1 1 2 7 3.5

2 1 3 8 2.7

5 14 2.8

2 2 6 3.0

1 1 2 5 2.5

1 1 3 3.0

2 1 3 8 2.7

1 1 2 5 2.5

1 1 3 3.0

1 1 2 7 3.5



中期計画 (B～E) 評　点 大項目 (J～M) 評　点 大項目

項　　　　目 項目数 項目数計 総得点 平均値 別評点 項目数計 総得点 平均値 別評価
(B～E計) (G)/(F) (J～M)計 (O)/(N)

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L) (M) (N) (O) (P) (Q)

公立大学法人岡山県立大学自己評価 岡山県地方独立行政法人評価委員会評価

最小項目別評価の評点内訳 最小項目別評価の評点内訳

４点 ３点 ２点 １点 ４点 ３点 ２点 １点

事業年度評価における評価基準及びその判断目安等 評点

評点 評価基準 ⑤

4 年度計画を十分に達成 ④

3 年度計画を概ね達成 ③

2 年度計画をやや未達成 ②

1 年度計画を未達成 ①

※原則、当該大項目に係る最小項目別評価の評点の平均値（小数点以下第２位四捨五入）で区分する。

合　　計 52 

３自己点検及び評価    5 

2 

 

第３ 業務運営の改善及び効率化等 19 

 

(2)運営経費の見直し 1  

２財務内容の改善 3 

４その他業務運営に関する目標 

(2)安全・安心な教育研究環境の確保  

2 

3 

3 

(2)情報公開の推進 2 6 

(1)評価の充実 3  

1   

(1)自己収入の増加

  2  

1 

155 3.0 7 37 8  52 

10 3.3 1 2  

3.0 

2.3 1 2  3 

16 3.2 5   4 

7 

1 3 3.0 

2 4 2.0

2.8  4 1  

(2)地域に開かれた大学づくりの推進 3 9 3.0  

5 

3   3 

(1)機動的かつ効率的な運営体制の構築 5 14 

2.9 ④ ④19 

１業務運営の改善及び効率化 8 23 2.9 8   1 

1 15 3  

7 

55 19 55 2.9

8

(1)施設及び設備の適切な維持管理

4 2.0 2  2  

9 3.0 

1  1   

3  3   

3.0 

1 3 3.0 

2  2  2 6 2 6 3.0

最
小
項
目
別
評
価

評価基準

中期計画の進捗は優れて順調

中期計画の進捗は順調

中期計画の進捗は概ね順調

中期計画の進捗はやや遅れている

中期計画の進捗は遅れている

２．７以上３．０以下

２．３以上２．６以下

１．９以上２．２以下

１．８以下

判断の目安※

３．１以上大
項
目
別
評
価

23 2.9

5 14 2.8

3 9 3.0

3 7 2.3

1 3 3.0

5 16 3.2

3 10 3.3

2 6 3.0

3 9 3.0

1 3 3.0

7 1

1 15 3

3

14

1 2

1

2

1 4

2

21

7 37 8 52 155 3.0

3

2

1

51


